
（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,458 諸収入 0 

計 1,458 その他 0 

市長段階査定額 1,458 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,458 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,620 

本年度要求額 1,458 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3237 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　鳥取市が「とっとりイモコンフェスティバル」として、JA鳥取いなばが「とっとり農 
　業フェスタ」として別々に開催していた感謝祭を平成３年から「とっとり自然のめぐみ 
　感謝祭」として合同開催している。 

【事業の目的及び効果】 
　　本市の特色ある農林水産物に対する消費者の理解を深め、生産者と消費者の交流を図 
　ることにより、安全安心な地元農林水産物及び加工品のＰＲと地元消費の拡大を促進し 
、農林漁業者の所得の向上を図るため、とっとりイモコンフェスティバルを開催する。 
　（トットリ・アフトピア協会へ委託） 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　　鳥取藩の伝統料理「イモコン鍋」を軸に、本市で収穫された農林水産物や加工品及び 
　農林漁業者の手作り料理のＰＲや販売など、生産者と消費者が一体となって楽しめる地 
　産池消イベントとして収穫祭を開催する。 
　■事業実績　　　　　　　  
　　平成２３年度　　　　 　　８８２千円（５２,０００人）３つのイベントが合同開催
　　平成２４年度　　　　　１,６２０千円（  ８,７００人） 
　  平成２５年度（見込）　１,６２０千円（  ７,６００人） 

【今後の取り組み】 
　　農林水産物のＰＲと地産地消を推進するため、継続して実施する。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

むらづくり活性化推進事業費 ページ 225

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農００１ 項　　目　　名 ふるさとの味祭り事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,168 諸収入 0 

計 1,168 その他 0 

市長段階査定額 1,168 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,168 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,200 

本年度要求額 1,200 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3237

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　平成３年度から、アフトピア協会会員の生産した農林水産物や加工品を「ふるさと宅 
　配便」として全国の家庭に届けている。 

【事業の目的及び効果】 
　　四季を通じて、鳥取の新鮮で安全安心な農林水産物及び加工品を届けることにより、 
　販売拡大によりむらづくり運動の活性化を図る。 
　　９割以上を県外消費者に向けて発送しており、本市と本市産品のＰＲに寄与して 
　いる。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　　①対 象 者　ふるさと宅配便申込者と受取人 
　　②実施回数  年４回（８月、１０月、１２月、４月） 
　　③宅配品目　鳥取市で生産される農林水産物及び加工品等 
　　④料　　金　１便当たり４,５００円（４便ごとに１,０００円割引） 
　■事業実績 
　　平成２３年度　１,１４１便 
　　平成２４年度　１,１２３便 
　　平成２５年度　１,２００便（見込み） 

【今後の取り組み】 
　　本市の農林水産物のＰＲと販売拡大を目指し、継続して実施する。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

むらづくり活性化推進事業費 ページ 225

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農００２ 項　　目　　名 ふるさと村推進事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 108 諸収入 0 

計 108 その他 0 

市長段階査定額 108 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

108 

分担金 0 

前年度当初予算額 191 

本年度要求額 145 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　農業振興を図るためには、農業生産組合等による経営規模の拡大は重要であり、そのた 
めの支援施策が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　経営規模拡大を目的とした機械・施設整備等の資金が円滑に調達ができるよう、農業生
産組合 
等に対する農業近代化資金利子補給事業を実施し、安定した農業経営ができるよう支援す 
る。 

【事業の内容・事業の実績】 
　農業近代化資金を借受けた農業生産組合等に対し、国・県の利子補給に加えて市も利子 
補給を行なう。 
　負担割合：国・県助成後の利率に対して、市４／５・ＪＡ１／５を助成 
　　（ただし、上限２．５％まで） 
　平成２６年度　　　　　４件　１０７，４７２円 
　　＜実績＞ 
　平成２３年度　　　　　４件　１０５，９６６円 
　平成２４年度　　　　　６件　１２４，３４４円 
　平成２５年度　　　　　５件　１０２，４７１円 

【今後の取り組み】 
　継続して事業を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農業金融対策事業費 ページ 225

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農００３ 項　　目　　名 農業近代化資金（一般）利子補給金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

683 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 683 諸収入 0 

計 1,366 その他 0 

市長段階査定額 1,366 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,366 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,726 

本年度要求額 1,408 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　農業振興を図るためには、認定農業者による経営規模の拡大は重要であり、そのための 
支援施策が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　効率的な経営や経営規模拡大を目的とした機械・施設整備等の資金が円滑に調達できる
よう、 
認定農業者を対象とした農業経営基盤強化資金（スーパーＬ）利子補給事業を実施し、安 
定した農業経営ができるよう支援する。 

【事業の内容・事業の実績】 
　①平成24年度以前に農業経営基盤強化資金を借り入れた認定農業者に対し、県・市で 
　　利子助成を行なう。 
　②国の６次産業化推進整備事業補助金を活用した認定農業者のうち補助残融資として農 
　　業経営基盤強化資金を借り受けた者に対し、県・市で利子助成を行なう。 
　負担割合：県１／２・市１／２ 
　平成２６年度　　　　　３５件　　利子補助金　１，３６５，６９６円 
　　＜事業の実績＞ 
　平成２３年度　　　　　４５件　　利子補助金　２，８０１，００１円 
　平成２４年度　　　　　４２件　　利子補助額　２，３４９，１０９円 
　平成２５年度（見込）　４１件　　利子補助金　１，６４５，４４０円 

【今後の取り組み】 
　継続して事業を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農業金融対策事業費 ページ 225

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農００４ 項　　目　　名 農業経営基盤強化資金（スーパーＬ）利子補給金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 2,613 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 19,265 諸収入 0 

計 21,878 その他 0 

市長段階査定額 21,878 0 

2,613 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

21,878 

分担金 0 

前年度当初予算額 20,178 

本年度要求額 22,377 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 

【９次総の施策体系】5101　 

【事業の経過及び背景】 
　農産物加工活動を総合的に推進し、加工実習の研修を通じ地域活性化と地産地消を図る 
ため鳥取市農産物加工等施設を設置した。 

【事業の目的及び効果】 
　農産物の加工技術の習得・向上による地域農業の振興と共同利用による地域住民の連帯 
感の醸成を図るために設置された当施設の適正な運営と管理を行うことを目的とする。　 

【事業の内容】 
　１．農産物加工技術及び特産加工品開発に関する研修 
　２．衛生的な農産物加工の指導 
　３．その他必要な事業 
　以上の事業の適正な運営と維持管理 

【農産物加工施設等の管理運営】 
　主な施設名　（鳥取）鳥取市農産物加工センター 
　　　　　　　（国府）大茅地区農産物加工施設、成器地区農産物加工施設 
　　　　　　　　　　　麻生地区農産物加工施設 
　　　　　　　（福部）福部アイデア館 
　　　　　　　（用瀬）社農産物加工施設、大村農産物加工施設 
　　　　　　　（気高）農産物加工施設 
　　　　　　　（鹿野）河内生活改善センター 
　　　　　　　（青谷）青谷町特産物加工販売施設 
【今後の取り組み】 
　　継続して事業を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農産物加工センター管理運営費 ページ 225

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農００５ 項　　目　　名 農産物加工センター管理運営費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 80 諸収入 0 

計 80 その他 0 

市長段階査定額 80 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

80 

分担金 0 

前年度当初予算額 100 

本年度要求額 80 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　次代の農業を担う農業青年経営者の組織を支援することにより、農業青年経営者として 
の資質と地位向上を図り、もって本市の農業の振興を図るため農業青年組織が実施する研 
修等の活動に対する支援を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　農業青年組織が実施する研修等の活動に対する支援 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　農業青年組織の会議、研修及び先進地視察等の事業に要する経費の１／２を補助 
　　福部町農業青年経営者会議　80千円
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　 　　95千円　福部町農業青年経営者会議 
　　平成２４年度　　　 　　95千円　福部町農業青年経営者会議 
　　平成２５年度（見込）　100千円　福部町農業青年経営者会議 

【今後の取り組み】　継続して事業を実施 
【市民ニーズの状況】　農業青年経営者の資質と地位向上　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

次代の農業を担う若者育成対策事業費 ページ 225

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農００６ 項　　目　　名 農業青年経営者会議活動補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度

目 農業総務費

H26

事業の概要　会計名

農００７ 項　　目　　名 就農定住促進対策事業費

ページ 225

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　農業者等の高齢化、減少等の問題に対応するため、平成19年4月に新規就農者技術習得 
支援施設「とっとりふるさと就農舎」を開設し、県内外から就農意欲の高い若者を呼び込 
み、新規就農者の育成確保を行う。 

【事業の目的及び及び効果】 
　とっとりふるさと就農舎の研修生の安定的な確保のための支援 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　①新規就農者技術習得支援施設　指定管理委託料　5,494千円
　　　指定管理＝一般財団法人鳥取市農業公社 
　②新規就農者技術習得支援施設　研修設備整備等　  343千円 
　　　軽トラリース（２台）
　③新規就農者育成確保促進事業　　　　　　　　　　320千円 
　　　新規就農相談会（２回）への参加、資料印刷等 
　④鳥取市就農アドバイザー設置事業委託　　　　　1,950千円 
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　7,987千円 
　　平成２４年度　　　　　7,808千円 
　　平成２５年度（見込）　7,466千円 

【今後の取り組み】　継続して実施 

【市民ニーズの状況】　農業の担い手の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

前年度当初予算額 8,426 

本年度予算額 0 

本年度要求額 9,239 

総務部長段階査定額 8,107 

8,107 0 

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

市長段階査定額

0 

区　　分

計 8,107 その他 0 

0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 8,107 諸収入 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度

目 農業総務費

H26

事業の概要　会計名

農００８ 項　　目　　名 就農定住円滑化対策事業費

ページ 225

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　とっとりふるさと就農舎等での研修修了者が２年間の研修を終え、円滑に就農定住する 
ために支援を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　とっとりふるさと就農舎の卒業生の円滑な就農定住と早期経営安定のための支援 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　①住宅修繕費支援事業　500千円×2人＝1,000千円 
　②就農準備金支給事業　200千円×3人＝　600千円 
　③家賃助成助成事業　 （6人分） 　   1,260千円 
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　 8人　2,859千円 
　　平成２４年度　　　　　11人　3,592千円 
　　平成２５年度（見込）　 7人　1,813千円 

【今後の取り組み】 
　毎年度順次卒業していく研修生に対応して、継続して事業を実施していく。 

【市民ニーズの状況】 
　卒業生が、農村集落で就農定住するために必要。　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

前年度当初予算額 2,806 

本年度予算額 0 

本年度要求額 2,860 

総務部長段階査定額 2,860 

2,860 0 

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

市長段階査定額

0 

区　　分

計 2,860 その他 0 

0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,408 諸収入 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 452 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度

目 農業総務費

H26

事業の概要　会計名

農００９ 項　　目　　名 就農相談員設置事業費
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一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　高齢化、後継者不足により農業従事者は減少を続けている。このため、次代を担う農　 
業者の育成を目的に、平成19年度「とっとりふるさと就農舎」を開校し、意欲ある若者　 
等を受け入れ農業研修を行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　就農相談員専門員を配置し、新たに農業を目指す　若者等の確保、就農地及び住宅等の 
斡旋によりスムーズな就農定住への支援を行う。 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　　①事業内容 
　　　　・就農相談専門員設置委託事業 
　　　　　　委託料3,022千円　（相談専門員１名） 
　　②実施形態 
　　　　・委託先　　一般財団法人鳥取市農業公社 
　　　　・委託期間　平成26年4月1日～平成27年3月31日 
　＜実績＞ 
　平成２３年度　　　　　2,958千円 
　平成２４年度　　　　　3,028千円 
　平成２５年度（見込）　3,028千円 

【今後の取り組み】　継続して実施 

【市民ニーズの状況】　担い手（新規就農者）の確保　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

前年度当初予算額 3,028 

本年度予算額 0 

本年度要求額 3,022 

総務部長段階査定額 3,022 

3,022 0 

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

市長段階査定額

0 

区　　分

計 3,022 その他 0 

0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,022 諸収入 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度

目 農業総務費

H26

事業の概要　会計名

農０１０ 項　　目　　名 青年就農給付事業費
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一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　青年の新規就農とその定着を促進するため、国庫事業を活用して実施。 

【事業の目的及び効果】 
　新規就農を目指す青年が、安定して研修及び就農初期の経営を行うことができるよう生 
活支援を行う。 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　①青年就農給付金 
　　交付額　1,500千円/年 
　　補助対象　就農から５年間 
　　補助対象予定　34人　51,000千円 
　②市町村活動費　　　　 2,165千円 
　　事業実施の指導・確認、就農状況報告書のとりまとめ 
　＜実績＞　 
　平成２４年度　　　　　19人　26,262千円 
　平成２５年度（見込）　25人　36,915千円 

【今後の取り組み】　国事業に合わせ実施する。 

【市民ニーズ】　就農初期は経営が安定しないため経済的支援が必要。　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

前年度当初予算額 43,077 

本年度予算額 0 

本年度要求額 53,165 

総務部長段階査定額 53,165 

53,165 0 

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

市長段階査定額

0 

区　　分

計 53,165 その他 0 

0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 53,165 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

○

予算書項目 次代の農業を担う若者育成対策事業費 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度

目 農業総務費

H26

事業の概要　会計名

農０１１ 項　　目　　名 親元就農促進支援事業費
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一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　後継者が仕事を辞めて親の経営に参画しても、後継者が参画することによる収入増が見
込 めない初期段階においては経済的支援が必要なため、鳥取県事業を活用して実施。 

【事業の目的及び効果】 
　農業人口の減少を防ぐため、既存農家の後継者が親元で就農することを促進し、農家後
継 者の育成・確保を図るための支援。 

【事業の内容・実績（過去３年間）】 
　交付額　100千円/月（最長２年） 
　　補助対象予定　2人×11月分　2,200千円（補助率　県2/3、市1/3） 
＜実績＞ 
　平成２６年度の新規事業 

【今後の取り組み】　県事業に合わせ実施する。 

【市民ニーズの状況】 
　新規参入者に対する支援は手厚いが、農家の後継者が親世帯の経営に参画する場合の支
援 が薄いとの意見がある。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

前年度当初予算額 0 

本年度予算額 0 

本年度要求額 2,200 

総務部長段階査定額 2,200 

2,200 0 

地方債 0 

その他財源の内訳

分担金 0 

市長段階査定額

0 

区　　分

計 2,200 その他 0 

0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 734 諸収入 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,466 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 304 304 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 304 その他 0 

市長段階査定額 304 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

304 

分担金 0 

前年度当初予算額 400 

本年度要求額 304 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　農産物の販路拡大を行うにあたり、消費者ニーズの動向調査を行うことは必須である。 
そのため、農業者自らが県外での直売等の販売促進活動を通じて、消費者ニーズの動向を 
把握する必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
　農業者自らが農産物に対する消費者ニーズの動向を把握するために行う国内の姉妹都市 
及び大都市での直売・展示に係る出展経費を助成することにより、本市農産物の生産振興 
に活かす。 
【事業の内容・実績】 
［姉妹都市等旬の味で交流事業］ 
　国内の姉妹都市及び大都市での直売・展示に係る出展経費を助成する。 
　（１）補助率　　　２／３以内 
　（２）補助金上限　３００，０００円×２／３×１団体＝２００，０００円 
　（３）出展場所　　大阪市３団体、姫路市３団体、岡山市３団体、 
　　　　　　　　　　尼崎市２団体、宝塚市２団体 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　　　３９２千円（１１件） 
　　平成２４年度　　　　　　　２１５千円（１０件） 
　　平成２５年度（見込）　　　２８８千円（１０件） 
【今後の取り組み】 
　平成２８年度まで継続して実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農業振興基金事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１２ 項　　目　　名 農業情報収集のための国内交流事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 100 100 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 100 その他 0 

市長段階査定額 100 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

100 

分担金 0 

前年度当初予算額 100 

本年度要求額 100 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　農業の振興を図る上で重要なのは、地域農業を担うリーダーとなる農業後継者の育成が 
重要である。そこで新規作物導入等の技術の習得に積極的に取組む農業者等を支援し、地 
域のリーダーとなる人材を育てる必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
　農業技術の習得に積極的に取組む農業者を支援し、地域のリーダーとして育成を図る。 
【事業の内容・実績】 
　■内容 
　新規就農者等新技術及び農業経営習得事業 
　新規作物導入に必要な技術の習得等に取り組む農業者に対し、技術習得研修参加のため 
の旅費を助成する。 
　（１）対象者　　新規就農者及び農業後継者 
　（２）５日以上、２週間以内の短期の研修への参加旅費　　　　　 
　（３）補助率　　１０／１０以内 
　（４）新規就農者等研修　　２件　　　　　 
　■事業実績 
　　平成２４年度　　　　　　　６５千円　１件
　　平成２５年度（見込）　　　５０千円　１件 
【今後の取り組み】 
　平成２８年度まで継続して実施。 
【市民ニーズの状況】 
　新規就農者から事業の活用希望がある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農業振興基金事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１３ 項　　目　　名 地域農業を担う人材育成事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 400 400 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 400 その他 0 

市長段階査定額 400 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

400 

分担金 0 

前年度当初予算額 600 

本年度要求額 400 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　地場野菜の生産力向上のためには、大規模農家だけでなく、女性農業者や、高齢者等の 
小規模生産者の生産力の向上が必要である。そのため、小規模農家に対し、被覆トンネル 
の設置等の経費等について支援し、地場野菜の生産体制を整備する必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
　女性農業者や高齢者等の小規模農家に対し、被覆トンネルの設置等を支援し、地場野菜 
の生産体制を整備を行い、本市の農業振興を図る。　 
【事業の内容・実績】 
　■内容 
［地場野菜生産振興対策事業］ 
　ホウレン草、小松菜等の地場野菜の生産のために必要な被覆トンネルの設置について助 
成する。 
　１．被覆トンネル 
　　（１）補助率　　　１／２ 
　　（２）補助金上限　１事業あたり３００，０００円 
　　（３）被覆トンネルの整備　２団体
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　　　２２３千円（１件） 
　　平成２４年度　　　　　　　１５６千円（１件） 
　　平成２５年度（見込）　　　６００千円（２件） 
【今後の取り組み】 
　平成２８年度まで継続して実施。 
【市民ニーズ】 
　いなば農協の野菜の生産部会等より支援要望がある。　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農業振興基金事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１４ 項　　目　　名 地場野菜生産振興対策事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０１５ 項　　目　　名 農山漁村生活体験事業費
新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

事業の概要　会計名

予算書項目 農山漁村生活体験事業費 ページ 227 所　　属　　名

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　農業の高齢化、担い手不足の対策として、とっとりふるさと就農舎を設置しており、研 
修事業の遂行のための事業として実施するもの。 
【事業の目的及び効果】 
　担い手の育成・確保並びに定住人口の増加 
【事業の内容及び実績（過去３年）】 
　①補助対象者　市長が指定する受入先で農業体験を行う、市内において将来就農し定住 
　　する者（１８歳から概ね４０歳まで） 
　　　(1)滞在経費助成（本人）　　　 100千円/月（青年就農給付金を活用） 
　　　　　 　　　　　（同伴家族）　　30千円/月 
　　　(2)受入助成　　（受入先農家等）50千円/月（一般農家2年目25千円） 
　　　(3)家賃助成　　　　　　　　上限50千円/月 
　②平成26年度事業費 
　　　2年目研修生（Ｈ24・25年度入舎4人）　5,268千円 
　　　2年目研修生（一般農家研修）　　　　　 925千円 
　　　1年目研修生（3人）　　　　　　　　　4,090千円 
　　　1年目研修生（一般農家研修）　　　　 1,920千円 
　　　　　　　合計　　　　　　　　　　　 12,203千円 
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　8人　11,610千円 
　　平成２４年度　　　　　8人　 8,505千円 
　　平成２５年度（見込）　9人　10,008千円 
【今後の取り組み】　継続して実施 
【市民ニーズの状況】　研修中は収入がないため、支援がなければ研修の継続が難しい。 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

前年度当初予算額 12,144 

本年度要求額 12,203 

総務部長段階査定額 12,203 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 12,203 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 12,203 諸収入 0 

計 12,203 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

32 0 

地方債 0 0 

その他 5,440 5,440 

行財政改革課処理欄

一般財源 12,764 諸収入 0 

計 18,236 その他 0 

市長段階査定額 18,236 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

18,236 

分担金 0 

前年度当初予算額 15,171 

本年度要求額 18,467 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3238 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取市農業公社は、平成２０年の国府・鹿野・青谷の公社統合と平成２５年の一般財団 
法人化を経て、高齢化や後継者不足に対応するため、農地保有合理化事業と農作業受託事 
業を行い地域農業の振興に寄与してきた。 
　農地利用集積円滑化団体として、鳥取、福部、国府、鹿野、青谷地域のエリアで農地の 
流動化や荒廃農地の拡大防止に取り組んでいる。 

【事業の目的及び効果】 
　農地保全及び集積による地域農業の振興と、農村地域の維持発展に寄与することを目的 
とする農業公社の円滑な運営を図る。 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　①農業公社運営補助金　　　12,636千円 
　②都市農村交流促進事業　　　 160千円 
　③受託体制整備事業補助金　 5,440千円 
　合計金額　　　　　　　　　18,236千円 
　　・実施事業：農地利用集積円滑化事業、農地保全等事業、都市交流事業、 
　　　　　　　　指定管理施設の運営 
＜実績＞ 
　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年度　　平成２３年度　　平成２４年度 
　農地集積円滑化事業実施面積　127.4ha、　　　 154.2ha、　　　 135.4ha 
　延べ農作業受託面積　　　　　98.5ha(502件)、 86.6ha(596件)、 76.8ha（744件） 

【今後の取り組み】　継続して実施 

【市民ニーズの状況】　農作業受託と農地集積の促進

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

農業公社運営事業補助金 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１６ 項　　目　　名 農業公社運営事業補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 256 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,379 諸収入 0 

計 5,635 その他 0 

市長段階査定額 5,635 0 

256 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

5,635 

分担金 0 

前年度当初予算額 9,928 

本年度要求額 8,182 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　同和対策（地域改善対策）事業で設置した農業用施設が市内に１１４施設ある。これを 
「鳥取市有施設の民間等への譲渡に関する取扱方針」に基づいて、処分制限期間の経過し 
た施設を、地元へ貸付・移管を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　処分制限期間の経過した施設について、必要な修繕を行った上で地元と貸付契約を締結 
し円滑な地元移管を図る。処分制限期間の残っている施設についても、貸付等を前提に修 
繕等を行う。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　　地元へ施設の貸付・移管を行うため、施設の修繕、工事等を行う。　　 
　■事業実績 
　　過去３年の修繕及び工事の実績（延べ数）　　　　　 
　　　　　平成２３年度　　　　　修繕２９施設　工事１施設 
　　　　　平成２４年度　　　　　修繕３６施設　工事１施設 
　　　　　平成２５年度（見込）　修繕　８施設
　　貸付済み施設 
　　　　　平成２３年度　　　　　　　１８施設 
　　　　　平成２４年度　　　　　　　　９施設 
　　　　　平成２５年度（見込）　　　　８施設 

【今後の取り組み】 
　地元移管完了まで継続して実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

共同利用施設整備等事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１７ 項　　目　　名 共同利用施設整備等事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 205 諸収入 0 

計 205 その他 0 

市長段階査定額 205 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

205 

分担金 0 

前年度当初予算額 205 

本年度要求額 205 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】農政係　0857-20-3232 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　食のみやこ鳥取県フェスタは、県内の地域特産品や名物料理、加工品等の販売・ＰＲを 
主な目的として開催されている。このイベントでは、各市町村の地域特産物の販売コーナ 
ーが設けられており、本市特産品のＰＲには絶好の機会である。 

【事業の目的及び効果】 
　食のみやこ鳥取県フェスタに出展することにより、鳥取市の特産品のＰＲを行うととも 
に農業・食への理解を深める。 

【事業の内容】 
　食のみやこ鳥取県フェスタでの特産品ＰＲ並びに特産物販売ブースの出展支援を行う。 
　・１０，０００円×２０団体 

【事業の実績】 
　平成２３年度　特産品展示・販売　集客５．２万人 
　　（２日間　全国豊かな海づくり大会と同日開催） 
　平成２４年度　特産品展示・販売　集客２．８万人（２日間）
　 平成２５年度　特産品展示・販売　集客３．７万人（２日間）

【今後の取り組み】 
　継続して事業を実施する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業総務費

総務部長段階査定額

事務費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１８ 項　　目　　名 食のみやこフェスタ開催支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

15,000 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 15,000 その他 0 

市長段階査定額 15,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

15,000 

分担金 0 

前年度当初予算額 15,000 

本年度要求額 15,000 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
平成２３年度から「農業者戸別所得補償制度」が本格実施され、平成２５年度から「経営 
所得安定対策推進事業（直接支払推進事業）」へ名称変更となった。 
　この経営所得安定対策推進事業（直接支払推進事業）の実施に必要な推進活動のうち、 
地域農業再生協議会が行う推進活動や要件確認等に必要となる経費を助成する。 

【事業の目的及び効果】 
　「経営所得安定対策推進事業（直接支払推進事業）」の円滑な実施を目的とする。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　対象作物ごとの農業者別の生産数量目標の設定、申請書類の配布・回収、対象作物の作 
付け面積等の確認、農業者情報システム入力、制度の普及・推進等の事務を行う鳥取市農 
業再生協議会に補助金を交付する。 
　　・補助対象者　鳥取市農業再生協議会 
　　・補助金額　　１５,０００千円 
　　　　　　内訳　現地確認等謝金　　　　1,700千円 
　　　　　　　　　旅費　　　　　　　　　　100千円 
　　　　　　　　　事務等経費　　　　　　9,800千円 
　　　　　　　　　電算処理等委託費　　　2,200千円 
　　　　　　　　　集落営農法人化支援　　1,200千円 
　　・財源　　全額県補助金　　※県から交付される額を上限とする 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　１２,３７８千円 
　　平成２４年度　　　　　１１,５６８千円 
　　平成２５年度（見込）　１５,０００千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

水田営農活性化促進事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０１９ 項　　目　　名 農業者戸別所得補償制度推進事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 1,366 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 346 諸収入 1,366 

計 1,712 その他 0 

市長段階査定額 1,712 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,712 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,798 

本年度要求額 1,812 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】
・市民農園開設年度 
　里仁地区：Ｓ５３年度、滝山・叶地区：Ｓ６３年度、祢宜谷地区：Ｈ４年度、 
　布勢地区：Ｈ７年度、湖山地区：Ｈ１８年度、吉岡地区：Ｈ２０年度 

【事業の目的及び効果】
　遊休農地の有効活用を図るとともに、農業を通じてレクリエーシ ョンの機会を市民に提
供する。 

【事業の内容・実績】 
　■内容：鳥取地域７地区（里仁・布勢・滝山・叶・祢宜谷・湖山・吉岡）の農園を希望 
者に貸し出す。 
　開設区画数：全４９４区画（６６㎡：１５８区画、３３㎡：３３６区画） 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　　２,１６２千円（鳥取：４９４区画） 
　　平成２４年度　　　　　　１,５２７千円（鳥取：４９４区画) 
　　平成２５年度（見込）　　１,７９８千円（鳥取：４９４区画） 
　・区画利用率 
　　平成２３年度　　　　　９５.７％（４７３区画／４９４区画） 
　　平成２４年度　　　　　９３.１％（４６０区画／４９４区画) 
　　平成２５年度（見込）　９３.３％（４６１区画／４９４区画） 

【今後の取り組み】　継続して実施。 

【市民ニーズの状況】　継続利用者及び新規利用希望者等の要望による。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

市民農園設置事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２０ 項　　目　　名 市民農園設置事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

276 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,107 諸収入 0 

計 1,383 その他 0 

市長段階査定額 1,383 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,383 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,370 

本年度要求額 1,691 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 
【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　米の消費量が年々減少しており、我が国の食料事情及び伝統的な主食である米の大切さ 
を知る機会が必要である。 
【事業の目的及び効果】 
　学校教育分野で、米の消費拡大及び食育の推進を図る。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　　小学校で実施される「米づくり体験」、及び「米料理教室」に対して、助成を行う。 
　　（１）米づくり体験学童農園　２２校
　　　　　委託先：各小学校ＰＴＡ等 
　　（２）米料理教室（米づくり体験学童農園実施校対象）　２６回 
　　　　　委託先：鳥取市食生活改善推進員連絡協議会 
　■実績 
　　平成２３年度　　　　　１,３６０千円 
　　平成２４年度　　　　　１,３９１千円 
　　平成２５年度（見込）　１,３７０千円 
　（１）米づくり体験学童農園実施校　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　平成２３年度：２３校　平成２４年度：２３校　平成２５年度：２２校 
　（２）米料理教室実施回数 
　　平成２３年度：２８回　平成２４年度：２７回　平成２５年度：２６回　　　 

【今後の取り組み】　継続して実施 
【市民ニーズの状況】　小学校の要望による。
【その他】
　取り組む小学校の拡大に向け、関係機関と連携し啓発活動を進めていく必要がある。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

米消費拡大事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２１ 項　　目　　名 地域米消費拡大対策事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,371 諸収入 0 

計 2,371 その他 0 

市長段階査定額 2,371 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

2,371 

分担金 0 

前年度当初予算額 2,400 

本年度要求額 2,371 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　本市の代表的農産物である梨をはじめとする柿、ぶどう等の果樹は、気象条件が悪けれ 
ば収量は下がり、台風が来たら収量が下がりと、栽培管理を徹底していても所得につなが 
らないことで次年度に向けた生産意欲の減退により辞められる農家も多い。 

【事業の目的及び効果】 
　共済掛金の一部助成により共済加入を促進し、所得減少を最小限に抑えることで次年度
への栽培意欲を向上させ、離農を食い止めることにより産地維持に努める。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　　果樹及び大豆共済に加入するための掛金のうち１.６２５／１０を補助。 
　　　果樹：国　５０％　市　１６.２５％　農家　３３.７５％ 
　　　大豆：国　５５％　市　１６.２５％　農家　２８.７５％ 
　■事業実績 
　　◎果樹共済補助金（市） 
　　　平成２３年度　　　　　２,３４１千円（１１８.９ha）
　　　平成２４年度　　　　　２,００２千円 （１０６.５ha）
　　　平成２５年度　　　　　２,１２３千円 （　９８.８ha）
　　◎大豆共済補助金（市） 
　　　平成２３年度　　　　　　 ５７３千円（１０３.７ha）
　　　平成２４年度　　　　　　 ４３１千円 （　８０.８ha）
　　　平成２５年度　　　　 　　２４８千円（　６６.６ha）

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

果樹等安定生産支援事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２２ 項　　目　　名 果樹等安定生産支援事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

24,739 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,671 諸収入 0 

計 29,410 その他 0 

市長段階査定額 29,410 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

29,410 

分担金 0 

前年度当初予算額 23,391 

本年度要求額 49,654 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　本市では、果樹栽培が盛んに行われてきたが生産者の高齢化・後継者不足、販売価格の 
低迷等により、生産者数、栽培面積、生産量ともに減少を続けている。 
【事業の目的及び効果】 
　果樹の生産から出荷、販売に際して支援していくことで、果樹生産の総合的な振興を図 
り、消費拡大、生産者の意欲向上を目的とする。 
【事業の内容及び補助率】 
（１）果樹振興対策事業《単市》【対象品種は新品種・振興品種以外】 
　　①5a以上の梨の新・改植に対し10,000円/aを上限に5年間助成（補助率：1/2） 
　　②柿、桃、ぶどう、ビワの新・改植に対し、苗木購入経費を助成（補助率：1/2）　 
　　③品質生産性向上支援　品質・生産性向上を図る為の資材経費助成　(補助率：1/2) 
　　④労力低減対策支援　電動剪定ばさみ等の導入経費助成　（補助率：1/4） 
（２）「鳥取二十世紀梨ブランドリバイバル事業」
　　二十世紀梨を味がのった旬の時期に出荷して、新品種とのリレー出荷体制を構築する
　生産組織に対し、二十世紀梨の市場価格が再生産価格（2,750円/ｹｰｽ）を下回った場合
　に価格補てんを行う。　補助率：2/3（県1/3、市1/3）　差額単価の上限：200円/ｹｰｽ
（３）「次世代鳥取梨ブランド創出事業」
　　①梨の新品種の導入とそれに伴う基盤整備に係る経費の支援 
　　　新・改植　補助率　県2/3　　　　防除用機械等　補助率　県1/2 
　　　やらいや果樹園棚・網掛　県3/4　　やらいや果樹園改植　県1/4　　　　 
　　②育成管理費（奨励金）　新改植　200千円/10a　（補助率　県1/2　市1/2） 
（４）鳥取果樹生産振興事業（柿、ぶどう等の振興） 
　　①柿やぶどう等の振興品種の導入とそれに伴う基盤整備に係る経費の支援 
　　　新・改植　補助率　県1/2　　果樹棚・網掛　補助率　県1/2 
　　　※「輝太郎（柿）」導入の場合は県2/3　　 
　　②育成管理費（奨励金）　柿48千円/10a　ぶどう94千円/10a（県1/2、市1/2） 
【事業の実績】平成２３年度　　 ４,２６２千円　平成２４年度　　 ４,７７９千円 
　　　　　　　平成２５年度（見込）　１７,７５３千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

園芸産地づくり事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２３ 項　　目　　名 果樹振興対策事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,611 諸収入 0 

計 4,611 その他 0 

市長段階査定額 4,611 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

4,611 

分担金 0 

前年度当初予算額 4,776 

本年度要求額 4,611 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　鳥取県は、水田の有効活用による米粉用米の生産拡大を図るため、平成２１年～２３年 
　度まで、学校給食用米粉パンを対象に、米粉用米の生産から加工、消費までの一貫した 
　モデル事業を実施した。平成２３年度で鳥取県の支援事業は終了したが、鳥取市は支援
　を継続。 

【事業の目的】 
　米粉パンを定期的に学校給食で供給することにより米粉の普及を図り、米の消費・生産 
　拡大を狙い、耕作放棄地の解消と水田の有効利用を推進することを目的とする。 

【事業の内容・実績】　学校給食への助成 
　県産米を使用した米粉パンの回数増に伴う米粉パンと小麦粉パンの経費の差額を助成。 
　実施期間　　平成２４年度～平成２６年度（３年間） 
　補助対象事業者　公益財団法人鳥取県学校給食会　 
　補助額　２０.６２円／食×２３４,２４６食 
　　※H21.12月から事業実施 
　　平成２３年度　　　　　３,３１５千円（491,031食） 
　　平成２４年度　　　　　４,７７６千円（237,235食） 
　　平成２５年度（見込）　４,７５４千円（230,524食）　 

【今後の取り組み】
　平成２７年度に見直しを予定

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

地産地消推進事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２４ 項　　目　　名 米粉活用普及推進事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,000 諸収入 0 

計 5,000 その他 0 

市長段階査定額 5,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

5,000 

分担金 0 

前年度当初予算額 5,000 

本年度要求額 5,000 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　平成１３年に鳥取県特別栽培農産物認証制度が創設され、平成１６年には県が有機農産 
物認定機関の登録を受けるなど、「環境にやさしい農業」を積極的に取り組む農家の活動 
に対し支援する機運が全国的に高まってきている。 
【事業の目的及び効果】 
　消費者ニーズの高い安全・安心な減化学肥料米の生産・出荷を促進し、鳥取産米のブラ 
ンド化を図るため、特別栽培米の出荷に対して支援を行う。また、環境にやさしい農業へ 
の取り組みを推進するため、特別栽培農産物（水稲を除く）の生産に対して支援を行う。 
【事業の内容・実績】 
　■内容 
１．鳥取いなば農業協同組合又は農業者等（農業者、営農集団、生産者団体）が特別栽培 
米を出荷する場合、１袋（３０㎏）につき２５０円以内で補助を行う。 
２．有機農産物又は県特別栽培農産物の認証を受けた農業者等が対象作物（水稲を除く） 
を生産し、出荷した場合、作付面積１０ａにつき有機農産物は１０,０００円、県特別栽 
培農産物は５,０００円の補助を行う。 
　■事業実績 
　[特別栽培米出荷助成] 
　　平成２３年度　　　　　３,２３０千円 （１２,９２１袋/30㎏）
　　平成２４年度　　　　　３,２９２千円 （１３,１６６袋/30㎏）
　　平成２５年度（見込）　３,６００千円 （１４,４００袋/30㎏）
　[特別栽培農産物生産奨励] 
　　平成２３年度　　　　（計１,１６４千円：１８.３ha） 
　　　有機農産物：４８４千円　　特別栽培農産物：６８０千円 
　　平成２４年度　　　　（計１,３２２千円：２０.２ha） 
　　　有機農産物：６２４千円　　特別栽培農産物：６９８千円 
　　平成２５年度（見込）（計１,４００千円：２２.０ha） 
　　　有機農産物：６００千円　　特別栽培農産物：８００千円 
【今後の取り組み】　　取り組み拡大に向け、検討を行っていく。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

特別栽培農産物生産振興事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２５ 項　　目　　名 特別栽培農産物生産振興事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,839 諸収入 0 

計 3,839 その他 0 

市長段階査定額 3,839 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

3,839 

分担金 0 

前年度当初予算額 8,672 

本年度要求額 6,951 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　地域特産品の産地づくりを進めていく中で、生産拡大に向けた取組みが必要である。 

【事業の目的】 
　市内各地で生産されており、作付が拡大しているブロッコリー・アスパラガス・生姜　 
　の市場等への出荷に対して支援することで、市場等への出荷量を確保し本市農産物の
　特産品化を図る。 

【事業の内容・実績】 
　■内容　 
　　作付拡大しているブロッコリー・アスパラガス・生姜に対する出荷奨励。 
　　（作物ごとに定めた単価に出荷数量を乗じる） 
　 ［振興作物］ 
　　　ブロッコリー　６５円／kg、アスパラガス　１１０円／kg 
　　　生姜　　 ５円／kg、JA保管施設を利用した生姜　２５円／kg 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　６,２００千円（２７７.６ｔ）
　　平成２４年度　　　　　７,８７８千円 （３３４.６ｔ）
　　平成２５年度（見込）　８,６７２千円 （３９９.５ｔ）

【今後の取り組み】 
　継続して事業を実施する。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

地域生産振興対策事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２６ 項　　目　　名 地域特産品振興対策事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,344 諸収入 0 

計 3,344 その他 0 

市長段階査定額 3,344 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

3,344 

分担金 0 

前年度当初予算額 4,800 

本年度要求額 4,013 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　有機資源のリサイクルに着目した循環型農業が着目されてきており、本市でも有機肥料
（堆肥を含む）の利用を促進している。 

【事業の目的及び効果】 
　堆肥等を利用して土づくりを行い、環境にやさしい生産体制を構築し、循環型農業の推 
進を図る。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　　担い手農業者が、鳥取いなば農業協同組合を経由して又はそれ以外で有機肥料(堆肥 
　　を含む)を購入した場合、当該購入費の１／５以内で補助を行う。 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　（計４,２９８,８５４円：２，２７０ｔ）
　　　有機堆肥購入助成　　　３,３８０,３０１円 
　　　有機肥料購入助成　　　　 ９１８,５５３円 
　　平成２４年度　　　　（計３,９９４,２４１円：１，９１４ｔ） 
　　　有機堆肥購入助成　　　２,８４７,５６０円 
　　　有機肥料購入助成　　　１,１４６,６８１円 
　　平成２５年度（見込）（計３,３４４,０００円：２，０１５ｔ） 
　　　有機堆肥購入助成　　　１,６２３,０００円 
　　　有機肥料購入助成　　　１,７２１,０００円 

【今後の取り組み】 
　取り組み拡大に向け、検討を行っていく。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

地域生産振興対策事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２７ 項　　目　　名 有機農業支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 456 諸収入 0 

計 456 その他 0 

市長段階査定額 456 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

456 

分担金 0 

前年度当初予算額 456 

本年度要求額 492 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　これまで、湖山池でアオコ等の発生する要因の一つとして、湖山池の富栄養化が考
　えられており、水質を改善する各種の取り組みを県、市で実施してきた。 
【事業の目的及び効果】 
　　湖山池周辺の水田から流入する有機質肥料等を削減する環境に優しい農業を推進す
　ることにより、湖山池の富栄養化を抑えることを目的とする。 

【事業の内容・実績】 
　○元肥一発施用肥料購入支援 
　　　セラコートＲ入り複合024　　 　 220袋×400円/袋＝ 88,000円 
　　　ＰＫセーブ元肥一発588　　　 　 110袋×340円/袋＝ 37,400円 
　　　ハイエムコート200　　　　　 　 710袋×180円/袋＝127,800円 
　　　スーパーコートいっぱつ一番013　 57袋×340円/袋＝ 19,380円 
　　　セラコートＲ入り複合500　　 　 144袋×170円/袋＝ 24,480円 
　○土壌診断活用促進助成 
　　　２５０円×８０箇所＝２０,０００円 
　○浅水代かき等環境に優しい農業普及啓発パンフレット作成 
　　　Ａ４両面　２５円/枚×１,７００枚×１.０８×３回＝１３７,７００円 
　■事業実績 
　　平成２４年度　　　　　　３８６千円 （肥料購入支援：６０ha）
　　平成２５年度（見込）　　４８９千円 （肥料購入支援：６６ha）

【今後の取り組み】 
　事業実施期間　　平成２４年度から平成２７年度 
　　　　　　　　　平成２７年度目標　減肥料栽培面積　１００ｈａ/年

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

地域生産振興対策事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２８ 項　　目　　名 湖山池流入有機質肥料等削減事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

11,348 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,479 諸収入 0 

計 16,827 その他 0 

市長段階査定額 16,827 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

16,827 

分担金 0 

前年度当初予算額 29,560 

本年度要求額 16,827 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 
【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　本市では農地の遊休化、農業者の高齢化が進行する状況下である。その中で、生産規模 
拡大等を目指す意欲ある農業者が作成する計画（プラン）に対し支援を行うことで、地域 
農業の振興、活性化、農業者の所得向上を図ってきた。 
【事業の目的及び効果】 
　意欲ある農業者、農業集団等が目的達成のために作成したプランに位置づけた取り組み 
に対し支援を行い、地域農業の振興や活性化を図る。 

【事業の内容・実績】 
　事業実施主体の作成した「プラン」を実現するために必要な事業（ハード、ソフト事業 
）に対し助成する。（補助率：ハード　県１/３、市１/６　ソフト　県１/２、市１/６） 
　平成２６年度実施予定 
　農家プラン 
　　鳥取（継続2件、新規1件）コンバイン、田植え機、ハウス 
　　河原（継続1件、新規1件）コンバイン、畦塗機他 
　地域プラン 
　　JA（新規2件）ソフト：セルトレイ導入支援他　ハード：育苗ハウス他 
　　鹿野（継続2件）ソフト：種生姜購入支援、そば試験栽培種子購入支援他 
　■事業の実績 
　　平成２３年度　　　　　　２７,３５４千円 （支援件数：９件）
　　平成２４年度　　　　　　２４,６０６千円（支援件数：８件）　 
　　平成２５年度（見込）　　２５,４３２千円 （支援件数：７件）

【今後の取り組み】 　平成２６年度以降も継続して実施
【市民のニーズ】
　独自の取り組みにより経営拡大、所得向上を目指す意欲ある農業者から要望あり。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

みんなでやらいや農業支援事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０２９ 項　　目　　名 みんなでやらいや農業支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 375 諸収入 0 

計 375 その他 0 

市長段階査定額 375 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

375 

分担金 0 

前年度当初予算額 800 

本年度要求額 500 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の目的及び効果】 
　ブランド農産物を一般の農産物と差別化することにより、販売力の強化と、鳥取のネー 
ムバリューを高め、本市の農業振興を図る。 

【事業の経過及び背景】 
　合併による新市の各地域の特徴を生かした農産物をブランド化し、特産品として育成す 
ることが本市の農業振興にとって重要な課題の一つである。 

【事業の内容・実績】　 
　■内容 
　（１）登録マーク活用支援事業 
　　　ブランド農産物に貼付する登録マークのシールに係る印刷製本費を補助 
　　　補助率　１/２　　上限　１００,０００円×１/２＝５０,０００円 
　（２）開発・宣伝支援事業 
　　　ブランド農産物の商品開発又は宣伝するために要する経費を補助 
　　　補助率　１/２　　上限　１５０,０００円×１/２＝７５,０００円 
　（３）高度生産支援事業 
　　　生産力・品質向上のために必要な備品・機械購入費 
　　　補助率　１/２　　上限　５００,０００円×１/２＝２５０,０００円 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　５３５千円 （６件）
　　平成２４年度　　　　　１０４千円 （２件）
　　平成２５年度（見込）　３４７千円 （３件）

【今後の取り組み】 　今後も引き続き継続して実施。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

鳥取地域ブランド農産物育成支援事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３０ 項　　目　　名 鳥取地域ブランド農産物育成支援事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 2,056 2,056 

行財政改革課処理欄

一般財源 9,191 諸収入 0 

計 11,247 その他 0 

市長段階査定額 11,247 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

11,247 

分担金 0 

前年度当初予算額 8,848 

本年度要求額 14,098 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3074 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　東日本大震災以降、食の「安全・安心」が求められる中、本市の魅力ある農産物、加 工
品等を関東、関西圏にＰＲし、生産者と販売店を直接繋げる新たな販売 形態としてプチ・
マルシェ事業や本市の農産物等を直接販売するグリーンマーケッ ト事業などを展開し、生
産者の生産意欲向上、販路開拓を図ってき た。 

【事業の目的及び効果】 
①関西圏において、事業のＰＲや農産物等の販売・ＰＲ強化を図ることで、更なる販路
　開拓・拡大、生産者意 欲向上を図る。また、本市の農産物等の魅力を発信することで、
『来てもらう農業、体験 してもらう農業』へ繋げていけるよう図る。 
②農業公社に専門職員を配置し、ＰＲ活動と販路情報の収集、生産者への商談支援する
　事業を委託する。これにより公社、生産者等に直接消費者の声を肌で感じてもらい、
　今後の生産や販売に繋げる。 
③事業の展開店舗の開拓・管理等や直接販売事業の生産者調整等を委託することで、事業
展開の円滑化を図り、生産者自立へ 向けて取組を進める。 

【事業の内容・実績】 
　・プチマルシェ事業　　展開店舗　２２店舗、参加農家　２１件
　・グリーンマーケット事業（大阪）　第１、第３の金曜日と土曜日に開催
　・イルオットマルシェ事業（神戸）　第１日曜日に開催
　　平成２５年度（見込）　９,１５１千円

【今後の取り組み】 　平成２４年度から２６年度まで実施

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

鳥取地域ブランド農産物育成支援事業費 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３１ 項　　目　　名 農産物販路拡大支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

841 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 841 諸収入 0 

計 1,682 その他 0 

市長段階査定額 1,682 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,682 

分担金 0 

前年度当初予算額 3,287 

本年度要求額 1,682 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　農業の持続的発展と多面的機能の健全な発揮を図るためには、意欲ある農業者が農業を 
継続できる環境を整え、国内農業の再生を図るとともに、農業が本来有する自然循環機能 
を維持・増進することが必要である。 
　これを踏まえ、平成２３年度から「環境保全型農業直接支援対策」を実施。 

【事業の目的及び効果】 
　環境保全に効果の高い営農活動の普及推進を通じて、農業生産全体のあり方を環境保全 
を重視したものに転換していくことにより、地球温暖化防止及び生物多様性保全を図る。 

【事業の内容・実績】 
　■内容 
　・事業内容　地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の高い営農活動に対する支援。 
　・対象取組　１　化学肥料・化学合成農薬５割以上低減及び以下の取組の組み合わせ 
　　　　　　　　　カバークロップ作付、リビングマルチ・草生栽培、冬期湛水管理 
　　　　　　　２　有機農業 
　　　　　　　３　化学肥料・化学合成農薬５割以上低減及び堆肥の施用 
　・交付単価　１及び２の取組　８,０００円／１０ａ 
　　　　　　　３の取組　　野菜４,４００円／１０ａ、野菜以外４,４００円／１０ａ 
　・負担区分　国１／２　県１／４　市１／４　（国負担分は農業者へ直接支払） 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　面積　2,186ａ 、交付額　　874,400円（県1/2、市1/2） 
　　平成２４年度　　　　　面積　3,167ａ、交付額　1,266,800円（県1/2、市1/2）
　　平成２５年度（見込）　面積　4,289ａ、交付額　1,519,220円（県1/2、市1/2）

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

環境保全型農業直接支援対策交付金 ページ 227

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３２ 項　　目　　名 環境保全型農業直接支援対策交付金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

7,716 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,858 諸収入 0 

計 11,574 その他 0 

市長段階査定額 11,574 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

11,574 

分担金 0 

前年度当初予算額 11,463 

本年度要求額 11,574 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　農林水産物価格が低迷傾向にある中、農林漁業者の所得確保の手段のひとつとして６次 
産業化（農商工連携）の取組が有効と考えられる。 
　しかし、農林漁業者の主体的な６次産業化への取組には、新たな加工機械導入等の大き 
な投資が必要となる。 
　このため、こうした取り組みに対し支援を行う必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
　農林漁業者自らが加工・製造、流通・販売までを主体的に取り組む6次産業化や、農林 
水産業と商業・工業などが連携して商品製造等に取り組む農商工連携を推進することによ 
り、農林漁業者の所得向上と地域経済の活性化を図る。 

【事業の内容・実績】 
《農家が取り組む6次産業化推進事業》 
事業実施主体の作成した「プラン」を実現するために必要な事業（ハード、ソフト事業） 
に対し助成する。 
　補助率　１/２（内訳：県１/３　市１/６） 
　鳥取地域継続2件 
　　ハウス、保冷庫、大型シンク等　８,１４７千円×１/２＝４,０７４千円 
　河原地域新規1件 
　　加工所・直売所建設　１５,０００千円×１/２＝７,５００千円 
（農産物の生産から加工・直接販売までを一体的、意欲的に行う取り組み等） 
　平成２３年度　　　　　　３,６２３千円（２件）
　平成２４年度　　　　　１０,３８３千円（２件）
　平成２５年度（見込）　１３,８６２千円（３件）

【今後の取り組み】 　平成２６年度以降も継続して実施 
【市民ニーズの状況】 
　独自の取り組みにより所得向上を目指す意欲ある農林漁業者から要望あり。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

とっとり発！６次産業化総合支援事業費 ページ 229

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３３ 項　　目　　名 とっとり発！６次産業化総合支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０３４ 項　　目　　名 魅力ある中山間特産物等育成支援事業費
新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

事業の概要　会計名

予算書項目 魅力ある中山間特産物等育成支援事業費 ページ 229 所　　属　　名

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体制】5101 

【事業の目的及び効果】 
　地域の特色を活かした魅力ある特産物の導入や特産品の開発、耕作放棄地の再生等に必 
要な経費を支援することで、兼業農家や定年帰農者などの新たな担い手の育成を図り、中 
山間地の活性化と、農地の保全を目指す。また、第9次総合計画の中で重点推進作物とし 
てあげられているアスパラガスの生産拡大を目指す取り組みについて支援する。 

【事業の内容・実績】 
　■事業の内容 
　　①特産物の導入や特産品の開発経費支援事業 
　　　○事業対象者　JA、集落、生産者グループ、農業者等（認定農業者、法人は除く） 
　　　○補助対象　　ハード事業：パイプハウス等の購入またはリースに要する経費 
　　　　　　　　　　　　　　　　自己所有の耕作放棄地の再生利用に要する経費 
　　　　　　　　　　ソフト事業：農産物の試作、商品開発に必要な経費、販路開拓、 
　　　　　　　　　　　　　　　　宣伝等に必要な経費、視察、調査等に係る経費 
　　　○補助率　　　１/２（県１/３、市１/６）※任意 
　　　　　　　　　　２/３（県１/２、市１/６）※任意：耕作放棄地の再生利用の場合 
　　②アスパラ生産拡大支援事業（市単独） 
　　　○事業対象者　アスパラの生産規模拡大を目指す生産者 
　　　○補助対象　　アスパラの作付に要する圃場整備（溝堀)、資材等（補助率：1/3） 
　
　■事業の実績 
　　平成２５年度（見込）　　２,５６３千円 （５件）

【今後の取り組み】今後も継続して実施。 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 4,853 

総務部長段階査定額 4,853 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 4,853 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,674 諸収入 0 

計 4,853 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,179 0 

地方債 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 10,000 10,000 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 10,000 その他 0 

市長段階査定額 10,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

10,000 

分担金 0 

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 10,000 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】　5101 

【事業の経過及び背景】 
　ＪＡ鳥取いなば管内の米は少量であるため、なかなか有利販売に繋がりにくい状況とな 
っている。そのため、若桜町や智頭町のように地域でまとまって出荷することで直販率を 
高め、管内の各地域毎に『特色のある米』として県外等への販売を推進していく必要があ 
る。 
　しかし、『特色ある米』として販売する際に必要不可欠なライスセンター等については 
施設の導入以降耐用年数が大きく経過しているため老朽化が激しく、施設・機械の故障が 
頻繁に発生するため、集荷も思うように集まらず直販率も上がっていない。 

【事業の目的及び効果】 
　施設の再整備を行うことで、地域の特別栽培米等特色ある米や安心安全な米の集荷量の 
増量が見込まれ、地域の『冠米』として産地表示販売を行うことで優良企業との高値取引 
や直販率のアップに繋げることで、生産農家の生産意欲や所得の向上が見込まれる。 

【事業の内容】 
　ライスセンター施設整備　１箇所　補助率：１/３

【今後の取り組み】 
　今後は地域の『冠米』の乾燥等の拠点として、ライスセンターを年次的に改修し、米の 
有利販売を推進することで、生産農家の生産意欲や所得の向上を目指していく。

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業振興費

総務部長段階査定額

地域米販売拡大支援事業費 ページ 229

事業の概要　会計名

新規
事業

○

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３５ 項　　目　　名 地域米販売拡大支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

農０３６ 項　　目　　名 畜産振興対策事業費
新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

事業の概要　会計名

予算書項目 畜産振興対策事業費 ページ 229 所　　属　　名

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　これまで畜産経営に取り組みやすい支援を行ってきたところであるが、今後も畜産農家 
の経営力の強化につながる施策が必要である。 

【事業の目的及び効果】 
　優良な牛を育てる農家に対し、放牧料等を一部助成することにより畜産振興を図る。 
　
【事業の内容・実績】 
１．肉用牛放牧奨励事業　　 
    　放牧料支援　補助率：市１／１０ 
　　　　公共放牧場に放牧される繁殖牛の放牧料の一部を助成。　 
２．肥育素牛安定導入対策事業　 
　　　補助率：市１／６ 
　　　ＪＡが肥育農家に肥育を目的として素牛を貸し付けた場合、導入から出荷までの利 
　　　息の一部を助成。 
３．肥育牛・乳用牛経営体質強化対策事業　 
　　　補助率：　市１／２０　 
　　　配合飼料の購入にあたり、当該年度の平均価格と直近３ヶ年度の平均価格との差額 
　　を補填する。 
 　■事業の実績 
　　平成２３年度　　　　　２,５６６千円 
　　平成２４年度　　　　　２,７２６千円 
　　平成２５年度（見込）　４,３５８千円

款 農林水産業費

項 農業費

目 畜産業費

前年度当初予算額 3,179 

本年度要求額 3,690 

総務部長段階査定額 3,139 その他財源の内訳

0 

その他 0 0 

市長段階査定額 3,139 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,139 諸収入 0 

計 3,139 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 276 諸収入 0 

計 276 その他 0 

市長段階査定額 276 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

276 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,356 

本年度要求額 276 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　飼料価格は若干落ち着きを取り戻しているものの今後の見込みは不安定で、枝肉価格も 
低落しており、畜産経営の収益性が低下している。また、和牛農家は初期投資の負担が大 
きいことから規模拡大が進んでいない。 

【事業の目的及び効果】 
　畜産を取り巻く経営環境が依然として厳しい今、優良繁殖雌牛導入支援を行うことで、 
将来的に生産者の畜産経営体質を強化するとともに、本市における和牛ブランド力をアッ 
プを図ることを目的とする。 

【事業の内容・実績】 
①優良雌牛産子保留支援(単市） 
　（１）高能力和牛雌子牛を生産者が繁殖雌牛として導入する経費を助成 
　　　　補助率：1/6 
　　　　事業費 
　　　　（570千円（購入価格）－430千円（県内上位1/4価格））×4頭＝560千円 
　　　　（内訳　市94千円、事業実施主体466千円） 
　（２）優良雌牛を県外から導入する経費の一部助成(単市)　　　　 
　　　　定額：26千円／頭 
　　　　事業費　26千円×7頭＝182千円 
　■事業の実績 
　　平成２３年度　　　　 ２,４４６千円 
　　平成２４年度　　　　　　　６３千円 
　　平成２５年度（見込） １,３５６千円 

【今後の取り組み】今後も継続して実施。

款 農林水産業費

項 農業費

目 畜産業費

総務部長段階査定額

畜産振興対策事業費 ページ 229

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３７ 項　　目　　名 和牛再生促進事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,344 諸収入 0 

計 3,344 その他 0 

市長段階査定額 3,344 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

3,344 

分担金 0 

前年度当初予算額 3,321 

本年度要求額 3,344 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室生産振興係 0857-20-3234 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　県東部の地どり生産者が増加し、生産規模拡大に取り組むにあたり、平成24年度末に食 
鳥処理施設が新築された。また、鳥取地鶏ピヨのブランド力アップが課題となっている。 

【事業の目的及び効果】 
　鳥取地どりを地域特産物として位置づけ、産地育成のために生産基盤強化を行い、計画 
的な生産並びに消費拡大につなげる。 

【事業の内容・実績】 
　■啓発宣伝支援 
　　テント等の移動用販促資材にかかる費用、各種イベントでの宣伝会にかかる費用の 
　一部を助成 
　　・補助率　市１／３ 
　■地どり増産育成支援 
　　地どりを５,０００羽以上生産する際、雛供給、飼料代に係る費用の一部を助成 
　　雛供給支援　　事業費　 ７７０,０００円 
　　飼料代支援　　事業費８,９６０,０００円 
　　・補助率　市１／３ 
　■事業実績 
　　平成２３年度　　　　　３,６６４千円 
　　平成２４年度　　　　　６,８０９千円 
　　平成２５年度（見込）　３,２２１千円 

【今後の取り組み】　平成２７年度までとする。

款 農林水産業費

項 農業費

目 畜産業費

総務部長段階査定額

畜産振興対策事業費 ページ 229

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３８ 項　　目　　名 鳥取地どりブランド生産拡大支援事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

15,561 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 15,561 その他 0 

市長段階査定額 15,561 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

15,561 

分担金 0 

前年度当初予算額 6,890 

本年度要求額 16,171 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3238 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　平成２４年度より国の戸別所得補償経営安定推進事業を活用し全市域の各集落を対象と 
して人・農地プランを作成することとなった。 

【事業の目的及び効果】 
　合意形成を図りながら人・農地プランを作成することで、地域の担い手や農地の利用調 
整を推進するため。 
　人・農地プランに位置づけられた担い手への農地集積などに対する支援制度。 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
＜１＞人・農地プラン作成に係る経費（国費） 
①地域・集落における合意形成 　364千円 
②市町村推進事業　　　　　　 2,817千円 
③農地利用図作成業務委託　　 4,380千円
＜２＞人・農地に基づいて担い手への農地集積に協力した農家への協力金（国費） 
①経営転換協力金　　　　　　 5,000千円（12戸） 
②分散錯圃解消協力金等　　　 3,000千円（100ha） 
　＜実績＞ 
　　平成２４年度　　　　　 5,123千円 
　　平成２５年度（見込）　 7,516千円 

【今後の取り組み】　国事業に合わせ実施 

【市民ニーズの状況】　担い手への農地集積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

総務部長段階査定額

地域農政推進対策事業費 ページ 231

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０３９ 項　　目　　名 戸別所得補償経営安定推進事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

1,882 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,530 諸収入 0 

計 9,412 その他 0 

市長段階査定額 9,412 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

9,412 

分担金 0 

前年度当初予算額 9,412 

本年度要求額 9,412 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　農地の流動化促進及び優良農地の確保を図り、認定農業者の規模拡大を増進することで 
、地域農業の担い手となる効率的な経営体の育成を図る必要がある。 

【事業の目的及び効果】 
　農地の流動化を促進し認定農業者の経営規模の拡大を図ることで、担い手を中心とした 
農業構造へ転換 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　認定農業者が３年以上の賃借を伴う利用権設定を行った場合に10ａあたり8,000円の助 
成金を交付 
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　10,450千円 
　　平成２４年度　　　　　11,469千円 
　　平成２５年度（見込）　 9,412千円 

【今後の取り組み】　継続して事業を実施 

【市民ニーズの状況】　農地の流動化促進及び優良農地の確保　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

総務部長段階査定額

農地流動化推進事業費 ページ 231

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０４０ 項　　目　　名 農地流動化推進事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

10,016 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,782 諸収入 0 

計 16,798 その他 0 

市長段階査定額 16,798 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

16,798 

分担金 0 

前年度当初予算額 12,798 

本年度要求額 16,798 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　就農時の機械・設備導入等には高額な投資が必要で、新規就農者の参入が難しい状況で 
あるため、鳥取県の就農条件整備事業と市町村交付金事業を活用して、機械施設整備費、 
農地の賃借料を助成し、農業への新規参入を促進する。 

【事業の目的及び効果】 
　新規就農者が就農の際に必要な機械施設の整備、農地賃借料に対して助成を行い、就農 
時の負担を軽減するとともに経営の安定化を図る。 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　①就農条件整備助成　８人 
　　　補助対象事業費　28,530千円 　補助額　14,265千円
　　　補助率１／２（県1/3、市1/6） 
　②農地賃借料助成　　２７人 
　　　補助対象事業費　 2,533千円 　補助額　 2,533千円
　　　補助率10／10（県1/5、市4/5） 
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　農地賃借料 19人 2,727千円、機械等整備 ７人  4,958千円 
　　平成２４年度　　　　　農地賃借料 19人 1,547千円、機械等整備 11人  9,399千円 
　　平成２５年度（見込）　農地賃借料 27人 2,221千円、機械等整備 10人 10,577千円 

【今後の取り組み】　継続して実施 

【市民ニーズの状況】　新規就農者の初期投資の軽減により担い手の確保を促進　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

総務部長段階査定額

新規就農者支援事業費 ページ 231

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０４１ 項　　目　　名 新規就農者支援事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

2,300 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,150 諸収入 0 

計 3,450 その他 0 

市長段階査定額 3,450 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

3,450 

分担金 0 

前年度当初予算額 7,700 

本年度要求額 7,470 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3238 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　小規模農家が共同で営農を行う集落営農は地域の水田農業を守る担い手として重要であ 
り、組織化当初の経営安定を図るため平成２０年度より本事業が創設された。 

【事業の目的及び効果】 
　継続的な地域の水田農業を維持するため、集落営農組織に対し機械施設の整備などを支 
援する。 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　集落営農組織の作成した集落営農ビジョン実現のために必要な事業に対し助成する。 
　　①組織化支援　　　　補助率　10／10（県2/3、市1/3） 
　　　　１組織　、　補助対象事業費　　 100千円　　 補助額　　100千円
　　②機械施設整備支援　補助率　１／２（県1/3、市1/6） 
　　　　１組織　、　補助対象事業費 　6,700千円     補助額　3,350千円
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　１組織　3,550千円 
　　平成２４年度　　　　　２組織　5,321千円 
　　平成２５年度（見込）　１組織　4,996千円 

【今後の取り組み】　継続して事業を実施 

【市民ニーズの状況】　継続的な地域の水田農業の維持及び耕作放棄地の防止　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

総務部長段階査定額

意欲ある担い手支援事業費 ページ 231

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０４２ 項　　目　　名 多様な集落営農支援事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

5,235 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,618 諸収入 0 

計 7,853 その他 0 

市長段階査定額 7,853 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

7,853 

分担金 0 

前年度当初予算額 800 

本年度要求額 7,853 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3238 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　建設業等の他分野から新規参入した企業等が農業振興に寄与することを目的とし、機械 
、施設の整備等を支援することによって意欲的な企業等の参入促進を図る。 

【事業の目的及び効果】 
　農業経営の初期段階にある企業等を支援し企業等の新規参入を促進 

【事業の内容・実績（過去３年）】 
　　農業用機械施設整備支援
　　　補助率　１／２（県1/3、市1/6）
　　　補助対象事業費　15,706千円　　補助額　7,853千円

　　　　  業種 　　　　　　 作物　機械施設等 
　（1）　ＩＴ企業（2年目）　野菜　野菜工場（育苗・育成装置等） 
　＜実績＞ 
　　平成２３年度　　　　　　　　なし 
　　平成２４年度　　　　　１社　 1,467千円 
　　平成２５年度（見込）　１社　14,647千円 

【今後の取り組み】　継続して事業を実施 

【市民ニーズの状況】　雇用の創出、初期投資の軽減
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

総務部長段階査定額

意欲ある担い手支援事業費 ページ 231

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０４３ 項　　目　　名 企業等農業参入促進支援事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

2,215 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,215 その他 0 

市長段階査定額 2,215 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

2,215 

分担金 0 

前年度当初予算額 7,483 

本年度要求額 2,215 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室担い手支援係 0857-20-3239 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　農業の持続的発展を確保しつつ、国民への食料の安定供給を図っていくために、中心経 
　営体等の経営発展を支援していくことが重要。 
　本事業は平成24年度は鳥取市農業再生協議会を事業主体として実施されていたが、平成 
　25年度より市町村が事業実施主体となった。 

【事業の目的及び効果】 
　中心経営体等の育成・確保 

【事業の内容・実績】 
　・融資主体型補助事業 
　人・農地プランに位置付けられた中心経営体が融資を活用して農業経営の改善・発展に 
　取り組む場合に支援 
　補助率：事業費の3/10以内若しくは融資額のいずれか低い額（300万円上限） 
　　　１経営体　補助対象事業費7,386千円　補助額2,215千円 
　
 ＜実績＞　 
　平成２５年度（見込）　　１経営体、165千円 

【今後の取組】 
　国事業に合わせて実施する。 

【市民ニーズの状況】意欲ある中心経営体等の育成　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

総務部長段階査定額

意欲ある担い手支援事業費 ページ 231

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０４４ 項　　目　　名 経営体育成支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

23,006 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 28,563 諸収入 0 

計 51,569 その他 0 

市長段階査定額 51,569 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

51,569 

分担金 0 

前年度当初予算額 48,114 

本年度要求額 52,733 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係　0857-20-3233 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　近年、野生鳥獣による農作物被害が増加傾向にある。また、有害鳥獣の駆除を委託して 
いる狩猟免許所持者が高齢化により減少している。 
【事業の目的及び効果】 
　イノシシ等の被害防止対策に必要な補助金を交付することにより、農林業者が安心して 
農林業の生産活動を行えるようにし、もって本市農林業の振興を図る。 
【事業の内容・実績】 
　（内容）①有害鳥獣駆除実施事業委託料２，８７５千円負担割合　県１／３　市２／３ 
　　　銃器、わな等による有害鳥獣（イノシシ、カラス等）駆除 
　　②侵入防止施設整備事業費補助金　　負担割合　県１／３　市１／３（地元１／３） 
　　　　　　　　　　　　　　　１５，８８４千円　※非農家　市１／２（地元１／２） 
　　　イノシシ侵入防止柵（トタン・ワイヤーメッシュ・電気柵・網） 
　　③イノシシ等捕獲奨励金　２０，５００千円　負担割合　県１／２　市１／２ 
　　　イノシシ等捕獲数　１，９３０頭（イノシシ・シカ）６５０頭（ヌートリア） 
　　④免許取得促進事業　１６８千円　負担割合　県１／３　市２／３ 
　　　免許取得人数　　　　８人（新規）１０人（更新） 
　　⑤鳥取市鳥獣害対策協議会支援事業　負担割合市１／３（国　１／２、地元１／６） 
　　　侵入防止柵整備　３，６００千円　（金網１０，０００ｍ、捕獲器９０基ほか） 
　　⑥イノシシ解体処理施設維持管理費　２８０千円　負担割合　市１０／１０ 
　　⑦新規銃砲取得者の育成　３９６千円　負担割合　市１０／１０
　　　捕獲技術の向上対策事業　５９４千円　負担割合　県１０／１０ 
　　　　　　　　　　　 
（実績）平成２３年度　　　　　　５７，３５６千円 
　　　　平成２４年度　　　　　　４３，８６３千円 
　　　　平成２５年度（見込）　　４９，７３１千円 
【今後の取り組み】　　 
　　　捕獲した獣肉の活用及び流通できるシステムの構築　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

野生鳥獣被害防止事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
農業振興課年度 H26

所　　属　　名

農０４５ 項　　目　　名 野生鳥獣被害防止事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 275 諸収入 0 

計 549 その他 0 

市長段階査定額 549 0 

0 

財
源
内
訳

国・県支出金 274 0 

地方債 0 

区　　分 本年度予算額 0 

0 

本年度要求額 549 

総務部長段階査定額 549 その他財源の内訳

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係　0857-20-3233
【９次総の施策体系】5101
【事業の経過及び背景】
 　　人里へのツキノワグマの出没による人身事故を防ぐ。
【事業の目的及び効果】
　　近年、人家近くへのクマ出没が頻発しており、住民の安全を確保するための対策を講
じ、人間とクマの安全な共存を図る。また果樹園によるクマ出没被害が頻発しており、農
家と農作物の安全を確保するための対策を講ずる。
【事業の内容（予定箇所）・実績】
　　（事業内容）
　　１．ツキノワグマ緊急対応体制整備（出没時安全対策）　１８４千円
 　　　負担割合（県１／２　市１／２）（鳥取２名＋国府２名＋福部２名＋河原２名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＋用瀬２名＋佐治２名　計１２名）
     　１人／日（出動）×１５，３００円×１２名
　　２．ツキノワグマ追払い体制整備（追払い業務委託） ８６千円
　　　 負担割合（県１／２　市１／２）（国府１地区、佐治１地区　計２地区）
　　　　 ４３，０００円／地区×２地区
　　３．ツキノワグマ注意看板　１３２千円
　　　 負担割合（県１／２　市１／２）
　　　 注意看板　　　　１２，０００円／基×１１基
　　４．クマ追い払い用品（唐辛子スプレー、動物駆逐・駆除用ロケット花火）
　　　 負担割合（県１／２　市１／２）　　　　　　　　４７千円
　　５．クマ鈴補助（鳥取、国府、福部、河原、用瀬、佐治）１００個
　　　 負担割合（県１／３　市１／３　地元１／３）
　　　　　　　　　　　　１００個×１，５００円×２／３　１００千円
（事業実績）
　平成２３年度１９４千円 平成２４年度１９１千円 平成２５年度（見込）１７９千円
【今後の取り組み】
　　　　緊急対応の体制整備、住民への注意喚起報　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

前年度当初予算額 655 

農林水産部 
農業振興課年度 H26

事業の概要　会計名

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 233 所　　属　　名

農０４６ 項　　目　　名 クマ対策事業費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 550 諸収入 0 

計 550 その他 0 

市長段階査定額 550 0 

0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

区　　分 本年度予算額 0 

0 

本年度要求額 1,399 

総務部長段階査定額 550 その他財源の内訳

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係　0857-20-3233 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　被害防止対策の実施により、野生鳥獣による農林水産業被害額は減少しているものの、 
平野部への被害が拡大しており、市街地周辺などの生活環境被害は依然として発生してい 
る。 

【事業の目的及び効果】 
　鳥獣による被害防止対策を効果的かつ効率的に実施するためには、通常の有害鳥獣捕獲 
と併せ、捕獲従事者の不在地区などにおける捕獲活動が必要となっており、その対策とし 
て鳥獣被害対策実施隊を設置する（総員45名） 

【事業の内容】 
　①わな設置 
　　箱わな・くくりわな　2,000円/月　90千円 
　②出動手当 
　　銃器　5,000円/日　45千円 
　　わな　10,000円/月　90千円 
　　特定外来生物用箱わな　5,000円/月　225千円 
　③捕獲用網等　　100千円 

【今後の取り組み】 
　実施隊員の確保と対応マニュアルの作成　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

前年度当初予算額 0 

農林水産部 
農業振興課年度 H26

事業の概要　会計名

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 233 所　　属　　名

農０４７ 項　　目　　名 鳥獣被害対策実施隊設置事業費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,800 諸収入 0 

計 5,800 その他 0 

市長段階査定額 5,800 0 

0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

区　　分 本年度予算額 0 

0 

本年度要求額 15,248 

総務部長段階査定額 5,800 その他財源の内訳

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係　0857-20-3233 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】
　鳥取射撃場の再開・整備に当たり、鉛弾とクレー殻を回収処理する必要性があり、鉛が
検出される平地部分、法面部分、溜池の処理工法を検討するための調査測量業務を行う。

【事業の目的及び効果】
　農作物に被害を与えるイノシシ、シカ、カラスなどの野生鳥獣の捕獲には散弾銃等を使
用できる銃猟者の協力が不可欠である。銃猟者の育成及び確保のため、射撃練習や射撃講
習ができる射撃場の整備を行い、野生鳥獣の捕獲を強化することにより、農作物被害等の
減少を図る。

【事業の内容】
　調査測量業務（鉛の処理方法の検討、射面設備の検討、既存上屋等の現状調査）

【今後の取り組み】
　鳥取県、鳥取県猟友会、鳥取県クレー射撃協会等の関係団体や鳥取県東部地域の４町と
連携し射撃場の整備を進める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

前年度当初予算額 0 

農林水産部 
農業振興課年度 H26

事業の概要　会計名

○

予算書項目 射撃場整備事業費 ページ 233 所　　属　　名

農０４８ 項　　目　　名 射撃場整備事業費
新規
事業



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

21,864 10,459 

地方債 0 0 

その他 10,459 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 878 諸収入 0 

計 33,201 その他 0 

市長段階査定額 33,201 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

33,201 

分担金 0 

前年度当初予算額 21,163 

本年度要求額 33,201 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の目的及び効果】 
森林経営計画（平成２５年度～２９年度）に基づき、市行造林、市有林の保育、間伐材生 
産等の適正な森林整備を行う。 

【事業の内容】 
①森林国営保険料　　１９５．８１ｈａ　　　７１５，６２９円 
②委託料 
本所（若葉台　下刈　１．７２ha）　　　　　３３８，１００円 
気高（除伐　７．８７ha）　　　　　　　１，５６７，０００円 
気高（間伐（切捨）　  ２．８７ha）　　　　４３７，８５０円 
青谷（間伐（搬出）　４．７８ha）　　　８，４６５，１００円 
用瀬（間伐（搬出）　５．９３ha）　　　９，４２３，７５０円 
用瀬（間伐（切捨）　　６．３０ha）　　　　９６４，９５０円 
佐治（間伐（切捨）　　５．０６ha）　　　　７７３，８５０円 
佐治（間伐（搬出）　６．５１ha）　　　９，８３０，１００円 
　　合計　　　　　　　　　　　　　　３１，８００，７００円 
 
【今後の予定】 
新たな森林経営計画に基づき、間伐等を実施。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

市行造林維持管理費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０４９ 項　　目　　名 市行造林維持管理費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

13,704 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,594 諸収入 0 

計 17,298 その他 0 

市長段階査定額 17,298 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

17,298 

分担金 0 

前年度当初予算額 17,912 

本年度要求額 19,632 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　海岸部の松林において松くい虫被害、鳥取市西部においてナラ枯れがまん延している。 

【事業の目的及び効果】 
　森林は、木材等林産物の供給を初め、国土の保全、自然環境の保全、形成等を通じて、
生 活の向上及び経済の発展に大きく寄与しており、これら森林としての機能を確保し、か
つ 、高度に発揮するため、森林病害虫等を早期に駆除し、そのまん延を防止して、森林の
持 つ各種機能の維持・増進を図る。 

【事業内容】 
　松くい虫対策（空中散布４７ｈａ、地上散布３２ｈａ、樹幹注入６６８本（福部）、樹
幹 注入８０本（青島）、特別伐倒駆除２２０ｍ３、養蜂移転８７群） 
　ナラ枯れ対策（薬剤注入・伐倒３００本） 
　枯松・ニセアカシア伐倒１２０ｍ３ 

【今後の取り組み】 
　松くい虫、ナラ枯れ等の駆除を一体的に実施していく。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

森林病害虫防除事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５０ 項　　目　　名 森林病害虫防除事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 168 諸収入 0 

計 168 その他 0 

市長段階査定額 168 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

168 

分担金 0 

前年度当初予算額 168 

本年度要求額 168 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　林業の後継者不足が進み、林業技術・林業経営の改善は、喫緊の課題となっている。 
　また、林業の振興には、林業団体間の連携強化が望まれる。　 

【事業の目的及び効果】 
　林業後継者を対象に造林・林業機械等について研修を実施する林研グループ等に対して 
、助成支援するもの。 

【事業の内容・実績】 
　１．林業後継者地域学習活動事業 
　　　事業主体　鳥取市林業振興協議会（会員数８６） 
　　　林業研修会年２回程度、視察研修会年１回実施　参加者３０～４０名程度 
　２．視察研修会　職員出張旅費 
　３．実績　平成２３年度　１６８千円　 
　　　　　　平成２４年度　１６８千円 
　　　　　　平成２５年度　１６８千円（見込） 

【今後の取り組み】継続して実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

林業後継者育成事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５１ 項　　目　　名 地域学習活動事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,232 諸収入 0 

計 1,232 その他 0 

市長段階査定額 1,232 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,232 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,201 

本年度要求額 1,232 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　林業労働者の福祉向上と労働条件の改善を図り、林業の発展に資することを目的として 
林業労働者に対する共済事業を行うため、鳥取県林業担い手育成財団が設立され、鳥取県 
、市町村が助成をしながら林業労働者の共済事業を行っているもの。 

【事業の目的及び効果】 
　森林整備の担い手である林業労働者を育成確保するため（財）鳥取県林業担い手育成財 
団が実施する林業労働者年金掛金助成事業（林業労働者の共済年金掛金の一部助成）に要 
する経費を助成する。 

【事業の内容・実績（過去3年）】 
　事業主体　（財）鳥取県林業担い手育成財団 
　事業費　　　　１，２３２千円 
　負担区分　　　市町村　　　４／１０ 
　　　　　　　（県　　　　　４／１０） 
　　　　　　　（林業団体等　２／１０） 
　事業の実績 
　　平成２３年度　１，１１１千円 
　　平成２４年度　１，０７６千円 
　　平成２５年度　１，２０８千円 

【今後の取り組み】継続して実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

林業労働者福祉向上推進事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５２ 項　　目　　名 林業労働者福祉向上推進事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

2,991 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,991 諸収入 0 

計 5,982 その他 0 

市長段階査定額 5,982 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

5,982 

分担金 0 

前年度当初予算額 4,607 

本年度要求額 5,982 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　林業労働者の高齢化により、担い手不足が進んでいる。 

【事業の目的及び効】　　　 
　林業事業体が雇用する林業労働者の雇用条件の改善に努め、担い手育成を促進するため 
、雇用開始から５年目までの市内在住の林業労働者に係る健康保険、厚生年金（農林年金 
）の事業主負担に対し経費の一部を助成する。 

【事業の内容・実績】 
　（事業の内容） 
　　健康保険・農林年金に係る負担補助 
　（事業主体）　鳥取県東部森林組合、八頭中央森林組合、西日本産商㈱、 
　　　　　　　　智頭町森林組合、ウッズマン合同会社 
　　補助対象者　　　　　　　３１人 
　　補助対象事業費　　１１，９６３千円 
　　補助率　　県　　　　　１／４　（２，９９０千円） 
　　　　　　　市　　　　　１／４　（２，９９１千円） 
　　　　　　（事業主体　　１／２） 
　（事業の実績　市補助分） 
　（事業の実績　市負担分） 
　　　平成23年度　　2,249千円　 29人 
　　　平成24年度　　1,985千円　 26人 
　　　平成25年度　　2,362千円　 27人(予定) 
　　　鳥取県森林整備担い手育成対策事業費補助金交付要綱に基づき実施 

【今後の取り組み】継続して実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

林業労働者雇用条件改善事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５３ 項　　目　　名 林業労働者雇用条件改善事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 750 諸収入 0 

計 750 その他 0 

市長段階査定額 750 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

750 

分担金 0 

前年度当初予算額 750 

本年度要求額 750 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　近年、環境保全意識の高まりにより、ボランティア団体の森林保全活動に対する支援が 
必要とされている。 

【事業の目的及び効果】 
　水源地域における森林保全活動に対し補助金を交付することにより、市民一人ひとりが 
それぞれの立場で森林づくりに参加する気持ちを醸成し、森づくりや水源涵養にに対する 
意識の高揚と啓発を図る。 

【事業の内容・実績】 
　　　平成２２年度　８４９千円 
　　　平成２３年度　４２７千円 
　　　平成２４年度　６５６千円 

【今後の取り組み】継続して実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業総務費

総務部長段階査定額

森づくり市民活動支援事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５４ 項　　目　　名 森づくり市民活動支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

1,880 0 

地方債 1,000 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,928 諸収入 0 

計 8,808 その他 0 

市長段階査定額 8,808 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

8,808 

分担金 0 

前年度当初予算額 21,388 

本年度要求額 10,124 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　林道を安全に通行し、維持管理を容易にできるようにするため、点検、除草、修繕 、改
良、舗装などの維持管理及び改良を行うもの。 
【事業の目的及び効果】　　　 
　既設林道の適正な維持管理を行う。 
【事業の内容・実績 】
　　（事業の内容） 
　　　路肩・法面の伐開、側溝土砂除去、原材料の支給 
　　　危険箇所等の修繕 
　　　事業費 
　　　　本　　　所　　　　１，７４２　千円 
　　　　国府支所　　　　　２，２５２　千円 
　　　　福部支所　　　　　　　４１５　千円 
　　　　河原支所　　　　　１，０１６　千円 
　　　　用瀬支所　　　　　１，２７０　千円 
　　　　佐治支所　　　　　　　３８７　千円 
　　　　鹿野支所　　　　　　　７７８　千円 
　　　　青谷支所　　　　　　　９４８　千円 
　　　　合　　計　　　　　８，８０８　千円 
　　（事業の実績） 
　　　　平成２３年度　１２，６１１千円 
　　　　平成２４年度　　９，８４０千円 
　　　　平成２５年度　２１，３８８千円（予定） 
【今後の取り組み】 
　適正な維持管理に努める。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

既設林道維持管理事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５５ 項　　目　　名 既設林道維持管理事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 23,500 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,340 諸収入 0 

計 27,840 その他 0 

市長段階査定額 27,840 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

27,840 

分担金 0 

前年度当初予算額 19,623 

本年度要求額 39,960 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　木材価格の低迷、林家の高齢化などにより、適切な森林施業が遅れており、林地の荒廃
が 進んでいる。 
【事業の目的及び効果】 
　適正な森林造成計画を計画的かつ効果的に推進するために必要な補助金を交付し、もっ
て 本市林業の振興を図る。 
【事業内容・実績】 
　補助率　 
　間伐（普通林）１０％（保安林）５％　※地元負担　１５％ 
　竹林樹種転換　５％ 
　クヌギ造林　１０％ 
　事業量　間伐（普通林）　　　　　　　２６７ha　　１４，７３６千円 
　　　　間伐（保安林）　　　　　　　２１６ha    　５，９０４千円 
　　　　クヌギ造林　　　　　　　　　　３５ha　　　５，６００千円 
　　　　竹林林種転換　　　　　　　　　２０ha　　　１，６００千円 
                      合計　　  　　５３８ha　　２７，８４０千円 
　実績（間伐） 
　平成２２年度　間伐　　　　　　　　２５１．４９ｈａ　１５，４６１千円 
　平成２３年度　間伐・竹林林種転換　１４２．４２ｈａ　　９，５２４千円 
　平成２４年度　間伐・竹林林種転換　２０８．５８ｈａ　１６，１００千円 
【今後の取り組み】 
　間伐、竹林整備、クヌギ造林などを支援し、森林整備を進める。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

造林事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５６ 項　　目　　名 造林事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 16,678 諸収入 0 

計 16,678 その他 0 

市長段階査定額 16,678 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

16,678 

分担金 0 

前年度当初予算額 8,000 

本年度要求額 17,217 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　県産材の有効利用を目的とし、鳥取県の補助金（１ｍ3あたり３，５００円）の補助金 
に嵩上げすることで、森林施業の促進を図る。 

【事業の目的及び効果】 
　間伐施業の促進と間伐材の利用拡大を図るため、間伐材搬出支援を行う。 

【事業の内容・実績】 
　間伐材搬出支援　（間伐材搬出１ｍ3あたり1,0000円を補助） 
　（搬出量）16,678ｍ3×1,000円/ｍ3＝（補助金）16,678千円 
　平成２３年度　　４，４５４千円 
　平成２４年度　１９，２７２千円 
　平成２５年度　　８，０００千円（見込） 

【今後の取り組み】 
　国造林補助金制度が改正され、原則、間伐材の搬出が必要となったため、搬出の支援を 
継続する。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

造林事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５７ 項　　目　　名 間伐搬出支援事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

14,400 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 900 諸収入 0 

計 15,300 その他 0 

市長段階査定額 15,300 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

15,300 

分担金 0 

前年度当初予算額 17,000 

本年度要求額 15,300 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の背景・目的】 
　拡大する竹対策として、鳥取県森林環境保全税を財源に竹林の抜き伐り等を実施し、竹
林 整備に取り組む。 

【事業内容・実績】 
　負担区分 
　森林環境保全税関連事業　補助率　県　８０％ 
　　　　　　　　　　　　　　　　市　５％（※予算の範囲内で抜き伐りのみ対象） 
　事業内容 
　○抜き伐り　１８，０００千円　５．００ha　県１４，４００千円　市９００千円 
　事業実績 
　Ｈ２２年度　２６，８６１千円　６．９９ha（抜き伐り） 
　Ｈ２３年度　１７，２２３千円　５．０５ha（抜き伐り） 
　Ｈ２４年度　１８，２４４千円　５．１５ha（抜き伐り） 
　Ｈ２５年度　１８，０００千円　３．８９ha（抜き伐り）（見込み） 

【今後の取り組み】 
継続して実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

造林事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５８ 項　　目　　名 竹林整備事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

9,692 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,908 諸収入 0 

計 11,600 その他 0 

市長段階査定額 11,600 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

11,600 

分担金 0 

前年度当初予算額 6,480 

本年度要求額 11,600 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　森林の有する多面的機能が十分に発揮されるよう、森林経営計画の作成を通じた計画的 
かつ適切な森林整備の推進を図るため、森林整備地域活動支援交付金を交付し、「森林経 
営計画作成促進」、「施業集約化の促進」、「作業路網の改良活動」などの地域における 
活動の確保を図るもの。 
【事業の目的及び効果】 
　適切な森林整備の推進を通じて森林の有する多面的機能の発揮を図る観点から森林所有 
者等による施業の実施に不可欠な地域活動を支援する。 
【事業内容・実績】 
　　　・森林経営計画作成促進（境界確認有り） 
　　　　事業費　　５０ｈａ×５４千円＝２，７００千円 
　　　・森林経営計画作成促進（境界確認無し） 
　　　　事業費　　１００ｈａ×３８千円＝３，８００千円 
　　　　負担区分　　　国（２／４）　県（１／４）　市（１／４）　 
　　　　補助金　６，５００千円×３／４＝４，８７５千円　　 
　　　・作業路網の改良活動 
　　　　事業費　　 
　　　　造林公社　３，９７０千円（全額、国負担） 
　　　　小河内　　１，１３０千円（国・県負担分　３／４） 
　　　　補助金　３，９７０千円＋１，１３０千円×３／４＝４，８１７千円 
　　　　補助金合計　９，６９２千円 
　　　（事業実績）　　　　 
　　　　　Ｈ２３年度　　８，８５６千円 
　　　　　Ｈ２４年度　１５，５７４千円 
　　　　　Ｈ２５年度　　６，４８０千円（見込） 
【今後の取り組み】　　事業は平成２８年度までの予定　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

森林整備地域活動支援推進事業費 ページ 233

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０５９ 項　　目　　名 森林整備地域活動支援交付金交付事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,841 諸収入 0 

計 5,841 その他 0 

市長段階査定額 5,841 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

5,841 

分担金 0 

前年度当初予算額 5,892 

本年度要求額 6,422 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　国・県の作業道補助事業とあわせて、作業道整備事業に補助を行う。 

【事業の目的及び効果】 
　健全な森林の維持管理、作業コスト低減等を図るため、作業道の整備を促進する。 

【事業の内容・実績】 
　（事業の内容） 
　　造林作業道整備の補助金（条件付きで普通林１７％、保安林５％を上乗せ） 
　　　　　※国、県の補助と合わせると、補助率８５％ 
　　　　作業道整備（普通林）　１２，１００ｍ 
　　　　作業道整備（保安林）　２５，１００ｍ 
　　　　　合計　　　　　　　　３７，２００ｍ　　 
　（事業の実績） 
　　　　　平成２３年度　５，２５６千円　（５４路線　２６，７７６m） 
　　　　　平成２４年度　６，１７０千円　（４０路線　３４，０４２m） 
　　　　　平成２５年度　５，８９２千円　（４５路線　３６，０００m）（見込） 

【今後の取り組み】 
　　　国・県の補助事業とあわせて、継続して補助を行う。　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

森づくり作業道整備事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６０ 項　　目　　名 森づくり作業道整備事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,768 諸収入 0 

計 2,768 その他 0 

市長段階査定額 2,768 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

2,768 

分担金 0 

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 2,768 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】林務係　0857-20-3235 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経緯及び背景】 
　本市の特産品である椎茸の生産量は年々減少傾向にあるため、椎茸の生産、出荷、販売
を 促進する必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
　本市の特産品である椎茸の生産、出荷及び販売を促進することで、消費拡大及び生産者
の 意欲向上を図り、椎茸の生産振興を目的とする。また、新規参入者に対し支援を行うこ
と で、椎茸産地としての持続的な発展を目指す。 
【事業の内容・実績】 
■内容 
①椎茸の種菌の購入にかかる経費を助成 
　補助率　新規生産者：1/4以内、既存生産者：1/5以内 
　◎新規生産者　形成菌(29,500円* 10箱）＋駒菌（2,750円*  100袋）*1/4 
　◎既存生産者　形成菌(29,500円*100箱）＋駒菌（2,750円*1,900袋）*1/5 
②椎茸のイベント開催やパンフレット作成等による販売促進にかかる経費を助成 
　補助率　1/3以内 
　◎一式　200,000円 
③原木購入支援 
　新規参入者が業者から原木を購入する場合、購入にかかる経費を助成 
　補助率　1/3以内 
　◎290円*3,000本*1/3 
④運搬車購入支援 
　新規参入者が運搬車（林内作業車）を購入する場合、購入にかかる経費を助成 
　補助率　1/3以内 
　◎750,000円*2台*1/3 
■事業実績 
　Ｈ２３年度　1,810千円 
　Ｈ２４年度　3,961千円 
　Ｈ２５年度　3,068千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 林産業費

目 林業振興費

総務部長段階査定額

林産物振興対策事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６１ 項　　目　　名 林産物振興対策事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 6,115 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,377 諸収入 6,115 

計 12,492 その他 0 

市長段階査定額 12,492 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

12,492 

分担金 0 

前年度当初予算額 12,822 

本年度要求額 12,492 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　市民にとって身近な水辺空間であり、また、市外の人々にとっても魅力ある千代川と 
　なるよう水産資源の増殖を図ってきた。 

【事業の目的及び効果】 
　　千代川の水産資源を増殖し、漁業者の所得向上、遊漁者の漁獲の増加を図ることによ 
　り、内水面漁業の振興を図る。このことは、水産業振興のみならず千代川流域の地域振 
　興に寄与できる。（「あゆの町まちかわはら」） 

【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業の内容 
　　　　千代川漁業協同組合が千代川水系において実施する内水面水産資源（鮎・渓流魚 
　　　等）の再生産及び鮎の天然遡上の増大を図る事業に対し助成する。 
　　　　　事業費：１２，４９２千円 
　　　　　負担区分：市　６，３７７千円、水道局　６，１１５千円 
　２．事業の実績 
　　　　平成２５年度　　３.８３ｔ　　１１，９６２千円 
　　　　平成２４年度　　４.２２ｔ　　１２，９５２千円 
　　　　平成２３年度　　４.４９ｔ　　１３，１４２千円 

【今後の取り組み】 
　　千代川流域の内水面漁業振興、地域振興のため事業を継続する。 

【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

淡水魚放流事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６２ 項　　目　　名 淡水魚放流事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 200 諸収入 0 

計 200 その他 0 

市長段階査定額 200 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

200 

分担金 0 

前年度当初予算額 200 

本年度要求額 200 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　沿岸漁場等について漁業者が自ら整備することにより、沿岸漁場の開発を促進する。 

【事業の目的及び効果】 
　漁業者が自ら整備する沿岸漁場、養殖場等について原材料の一部を支給することによ 
り、沿岸漁場の開発を促進する。 
　
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業の内容 
　　１）房島に造成された岩のり養殖場の補修のため、原材料を支給する。 
　　　　　事業量　　セメント５０袋　諸雑品　１．０式　　　　５０，０００円 
　　２）船磯漁港イワガキ養殖用筏資材　　　　１．０式　　　１５０，０００円 
　２．事業の実績 
　　　　　　　　　　　　　事業費　　　　　内容 
　平成２４年度　　　　　　３４千円　　岩のり養殖場補修 
　平成２３年度　　　　　　３４千円　　岩のり養殖場補修 
　平成２２年度　　　　　２００千円　　岩のり養殖場補修及びアワビ養殖生簀資材 

【今後の取り組み】  
　  沿岸漁場整備のため、今後も事業を継続する。 

【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

沿岸漁場整備開発事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６３ 項　　目　　名 沿岸漁場整備開発事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 720 諸収入 0 

計 720 その他 0 

市長段階査定額 720 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

720 

分担金 0 

前年度当初予算額 720 

本年度要求額 720 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　平成１２年から市民はもとより県内外の人々に、賀露西浜地区の水産業を柱とする地 域
開発及び水産業の発展等をアピールするため「鳥取かにフェスタ」は始められた。 

【事業の目的及び効果】 
　松葉がにの産地としての鳥取市を情報発信し、併せて地元水産業の振興を図る。 

【事業の内容・実績（過去3年）】 
  １．事業の内容 
    　毎年１１月に「鳥取かにフェスタ」を開催する。（平成１２年度から毎年実施） 
　２．事業の実績 
　　　　　　　　　　　事業費 
　　平成２４年度　　　７２０　千円　　 
　　平成２３年度　　　７２０　千円 
　　平成２２年度　　　７２０　千円 
　　　  事業主体・・・鳥取かにフェスタ実行委員会 

【今後の取り組み】  
  賀露西浜地区のイベントとして定着した「鳥取かにフェスタ」への助成を継続する。 

【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

鳥取かにフェスタ開催事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６４ 項　　目　　名 鳥取かにフェスタ開催事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 2,834 諸収入 0 

計 2,834 その他 0 

市長段階査定額 2,834 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

2,834 

分担金 0 

前年度当初予算額 2,834 

本年度要求額 2,834 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　　魚価低迷、燃油・資材高騰等厳しい経営環境の中で、将来にわたって自立的・安定的 
　な漁業経営（漁業経営改善計画）を目指し、県の制度と連携し漁業経営の効率化を図る 
　漁業者を育成する。 
【事業の目的及び効果】 
    漁業経営改善計画を作成する漁業者を増加させ、所得を向上させることにより、漁業 
　後継者の確保が期待できる。 
【事業の内容・実績】 
  １．事業内容：漁業経営改善計画に基づき積極的かつ計画的に経営改善に取組む漁業者 
　　　に対し、省エネ等経費の削減に資する機器の購入経費、温暖化等による海の変化に 
　　　対応するための漁法転換経費を助成する。 
  ２．事業実施主体：以下の条件をすべて満足する２０ｔ未満の漁船漁業者 
　　　Ⅰ．漁業経営改善計画を策定した漁業者 
　　　Ⅱ．過去３年間に平均９０日以上の出漁実績があるもの 
　　　Ⅲ．年齢が６５歳未満 
　３．事業対象及び助成額 
　　①省ｴﾈ型ｴﾝｼﾞﾝ　5,000千円(上限)×3名＝15,000千円（酒津２名・賀露） 
　　②漁業用機器　 2,000千円(上限)×1名＝2,000千円 （賀露） 
　　　　県：1/3 17,000千円×1/3＝5,666千円　市：1/6 17,000千円×1/6＝2,834千円 
　　　　漁業者：1/2 17,000千円×1/2＝8,500千円    計17,000千円  
 　４．事業実績 
　　　 平成24年度　1,167,000円（エンジン換装2名　：事業費8,200千円） 
　　　 平成23年度　3,238,832円（エンジン換装4名　機器3名：事業費19,433千円） 
　　 　平成22年度　1,666,666円（エンジン換装2名　賀露：事業費10,000千円）　 
【今後の取り組み】長期化している燃油高騰対策として、省エネ型エンジン等を導入する 
漁業者の自立的・安定的な漁業経営を支援するため、県と連携しながら事業を継続する。 
【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁業経営能力向上促進事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６５ 項　　目　　名 漁業経営能力向上促進事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

12,500 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,167 諸収入 0 

計 16,667 その他 0 

市長段階査定額 16,667 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

16,667 

分担金 0 

前年度当初予算額 17,200 

本年度要求額 16,667 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　　漁業後継者の不足の一因として、漁業の専業経営を目指す新規就業者が新たに着業す 
　る際、漁船等の初期投資に多大の費用を要することがあげられる。 
【事業の目的及び効果】 
　　漁業就業時に必要な漁船等の初期投資に対して助成することにより漁業の新規就労者 
　の円滑な確保を実現する。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業の概要 
　　漁業の専業経営を目指す新規就労者が新たに漁業に着業する場合、漁協がこれに必要 
　な漁船、漁具等を購入し新規就業者にリースする。 
　２．事業の内容 
　　事業主体：鳥取県漁業協同組合 
　　総事業費：２５，０００千円×沿岸漁船（４．９ｔ）×１隻（漁具、付属機器含む） 
　　補助対象事業費：２５，０００千円×１隻 
　　負担割合：県１／２、漁協１／３、市１／６ 
　３．事業の実績 
　　平成２５年度　　　１隻（１６，６６７千円） 
　　平成２４年度　　　１隻（１５，５５６千円） 
　　平成２３年度　　　１隻（１３，３３４千円） 
【今後の取り組み】  
　　新規漁業就労者を確保を図るため、事業を継続する。 
【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁業経営開始円滑化事業費 ページ 235

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６６ 項　　目　　名 漁業経営開始円滑化事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

4,887 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 4,137 諸収入 0 

計 9,024 その他 0 

市長段階査定額 9,024 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

9,024 

分担金 0 

前年度当初予算額 9,024 

本年度要求額 9,024 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】　沖合底曳網漁業は、本市特産品「松葉がに」「アカガレイ」　 
　「ハタハタ」等の特産物を漁獲し、鳥取市の総水揚げの７０％、金額にして１０億円余 
　りを占める鳥取市の基幹漁業であり、波及効果などを考慮すれば、東部地域の経済や観 
　光にとっても重要な漁業である。しかし、漁船購入等の初期投資は極めて高額で、漁船 
　等の維持管理費もかなり経費を要することや乗組員等の不足、魚価の低迷等の理由で経 
　営体は減少しており（Ｈ５＝１２隻、Ｈ２５＝６隻）、このままでは沖合底曳網漁業の 
　存続や関連産業、漁業協同組合への影響が懸念される。 
【事業の目的及び効果】　意欲ある漁業者に対して漁船リース事業を推進する事により、 
　　本市の漁獲高の大半を占める沖合底曳網漁業の衰退を防止し本市の漁業振興を図る。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業の内容：リース料の付加料部分（固定資産税、登録免許税、支払利息、保証　 
　　　　　　　　　料、漁協事務費、漁船保険料）を国、県、市で補助する。 
　　　事業主体：鳥取県漁業協同組合 
　　　　　　　　・　９５ｔ×１隻　船価　３１５，０００千円（Ｈ１６） 
　　　　　　　　・１１７ｔ×１隻　船価　３９５，９５５千円（Ｈ２３） 
　　　事業期間：Ｈ16年船　11年(Ｈ16～27年度)、Ｈ23年船　15年(Ｈ23～37年度) 
　　　事業費　：Ｈ16年船　4,080千円/年、Ｈ23年船　4,944千円/年　計9,024千円/年　 
　　　負担区分：県補助：付加料年額から（国庫補助分＋漁協事務費＋漁協事務費に係　 
　　　　　　　　　　　　る消費税の額）を差し引いた額の2/3負担。 
　　　　　　　　市補助：付加料部分から（国庫補助＋県補助）を差し引いた補助残額を 
　　　　　　　　　　　　負担。ただし、市は国庫補助残額の内、漁協事務費、漁協事務 
　　　　　　　　　　　　費に係る消費税は補助対象にしない。 
　２．事業の実績　平成25年度　9,024千円／年　平成24年度　9,024千円／年 
　　　　　　　　　平成23年度　6,964千円／年 
【今後の取り組み】 
　  沖合底曳網漁業の衰退を防止し、本市の漁業振興を図るため、事業を継続する。 
【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁船リース推進事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６７ 項　　目　　名 漁船リース推進事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 5,011 諸収入 0 

計 5,011 その他 0 

市長段階査定額 5,011 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

5,011 

分担金 0 

前年度当初予算額 4,888 

本年度要求額 5,011 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　平成１２年度、鳥取県から第１種漁港である岩戸漁港（福部町）、酒津漁港・船磯漁 
　港（気高町）、夏泊漁港・長和瀬漁港（青谷町）の５漁港が譲渡され、鳥取市管理の漁 
　港は青谷漁港と併せて６漁港となった。　 

【事業の目的及び効果】 
　　漁港及び関連施設の維持管理を行い、安全安心な漁業経営に寄与する。　   

【事業の内容】 
　　漁港施設維持管理 
　　　・漁港施設光熱水費　　　　１．０式 
　　　・漁港施設維持、修繕費等　１．０式　　 

【今後の取り組み】  
　　今後とも鳥取市管理の第１種漁港として適正な維持管理を行う。 

【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁港施設維持管理事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６８ 項　　目　　名 福部町漁港施設維持管理事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 2,576 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 15,072 諸収入 0 

計 17,648 その他 0 

市長段階査定額 17,648 0 

2,576 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

17,648 

分担金 0 

前年度当初予算額 17,256 

本年度要求額 17,743 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　平成１２年度、鳥取県から第１種漁港である岩戸漁港（福部町）、酒津漁港・船磯漁 
　港（気高町）、夏泊漁港・長和瀬漁港（青谷町）の５漁港が譲渡され、鳥取市管理の漁 
　港は青谷漁港と併せて６漁港となった。　 

【事業の目的及び効果】 
　　漁港及び関連施設の維持管理を行い、安全安心な漁業経営に寄与する。　   

【事業の内容】 
　　漁港施設維持管理 
　　　・漁港施設光熱水費　　　　１．０式 
　　　・漁港施設維持、修繕費等　１．０式　　 

【今後の取り組み】  
　　今後とも鳥取市管理の第１種漁港として適正な維持管理を行う。 

【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁港施設維持管理事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０６９ 項　　目　　名 気高町漁港施設維持管理事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 888 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 13,141 諸収入 0 

計 14,029 その他 0 

市長段階査定額 14,029 0 

888 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

14,029 

分担金 0 

前年度当初予算額 18,221 

本年度要求額 14,055 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　　平成１２年度、鳥取県から第１種漁港である岩戸漁港（福部町）、酒津漁港・船磯漁 
　港（気高町）、夏泊漁港・長和瀬漁港（青谷町）の５漁港が譲渡され、鳥取市管理の漁 
　港は青谷漁港と併せて６漁港となった。　 

【事業の目的及び効果】 
　　漁港及び関連施設の維持管理を行い、安全安心な漁業経営に寄与する。　   

【事業の内容】 
　　漁港施設維持管理 
　　　・漁港施設光熱水費　　　　１．０式 
　　　・漁港施設維持、修繕費等　１．０式　　 

【今後の取り組み】  
　　今後とも鳥取市管理の第１種漁港として適正な維持管理を行う。 

【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁港施設維持管理事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０７０ 項　　目　　名 青谷町漁港施設維持管理事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 839 諸収入 0 

計 839 その他 0 

市長段階査定額 839 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

839 

分担金 0 

前年度当初予算額 801 

本年度要求額 839 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　　これまで、本市、県では栽培漁業を推進し、水産物の安定供給・地域振興に資するた 
　め、漁業者が行う種苗放流事業に助成してきた。　 
【事業の目的及び効果】 
　　漁場再生、漁業振興及び漁村の活性化のため、稚貝等を放流し漁獲量の増加を図る。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業内容：稚貝放流により漁場を再生し、漁業経営の安定を図る。 
　　　　○単価　アワビ　60.0円／個、サザエ　18.0円／個 
　　　　　　　　岩ガキ　190.0円／個、バイ　14.5円／個　ワカメ　170.0円／個　 
　　　　○事業量　　　　　　　　　　　市　　　　　　漁協　　　　　　県 
　　　　アワビ　２６，５００個　　　４０２千円　　４０２千円　　　７８６千円 
　　　　サザエ　７１，０００個　　　３２８千円　　３２８千円　　　６２３千円 
　　　　岩ガキ　　１，０００個　　　　４８千円　　　４８千円　　　　９５千円 
　　　　バイ　　３０，０００個　　　　５７千円　　　５７千円　　　３２２千円　 
　　　　ワカメ　　　　１００ｍ　　　　　４千円　　　　４千円　　　　　８千円 
　　　　　計　　　　　　　　　　　　８３９千円　　８３９千円　１，８３４千円 
　２．事業実績 
　　　　　　　　　　　事業費　　　　　市　　　　　漁協　　　　　県 
　　平成２４年度　２，６１９千円　６８７千円　６８７千円　１，２４５千円 
　　平成２３年度　３，３０６千円　７７３千円　７７３千円　１，７６０千円 
　　平成２２年度　３，６０３千円　８６９千円　８６９千円　１，８６５千円 
【今後の取り組み】 今後とも漁場再生・漁業振興のため県と連携し事業を継続する。 
【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

稚貝放流事業補助金 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０７１ 項　　目　　名 稚貝放流事業補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

3,600 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 3,600 諸収入 0 

計 7,200 その他 0 

市長段階査定額 7,200 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

7,200 

分担金 0 

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 7,200 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の目的及び効果】 
　　第１種漁港の航路及び泊地の浚渫を実施し、漁船の安全な航行を維持することにより 
　出漁日数を増加させ、安定的な水産物の水揚げを確保する。 

【事業の内容】 
　　事業の内容 
　　　夏泊漁港浚渫　Ｖ＝２，５００ｍ３ 
　　　　事業費７，２００千円（補助率１／２）　　　 

【今後の取り組み】  
　　第１種漁港の管理者として適正な漁港維持管理を行うため、補助事業を有効に活用し 
　ながら事業を実施する。 

【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁港高度利用促進対策事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

○

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０７２ 項　　目　　名 漁港高度利用促進対策事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

633 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,235 諸収入 0 

計 1,868 その他 0 

市長段階査定額 1,868 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,868 

分担金 0 

前年度当初予算額 600 

本年度要求額 1,868 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　　市民に湖山池を開放し余暇を楽しんでもらうため、また、水産資源の維持増殖による 
　水産業の振興のため、湖山池漁協が行うフナ・ウナギ・シジミ等の稚魚放流に要する経 
　費に対し助成してきた。 
【事業の目的及び効果】 
　　 内水面漁業協同組合が実施する魚種苗放流事業の費用や組合の活動の支援を行うこ 
　とにより水産資源の維持増殖による水産業の振興及び市民のレクリエーション機会の　 
　増大に寄与する。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
１．事業の内容 
　　○漁業振興対策事業費 
　　　　湖山池漁協が行うウナギ・シジミ等の稚魚放流に要する経費に対し助成する。 
　　　　事業費　600,000円　　負担割合　市　10/10　 
　　○水産資源維持増殖事業　 
　　　　キンランを湖山池漁協に原材料支給することによりコイやフナの産卵を促すこ　 
　　　とで魚類水産資源を保護し増殖を図る。 
　　　　事業費　1,267,722円　負担割合　県1/2　市1/2 
２．事業実績 
　　　　　　　　　事業費　  ウナギ放流　シジミ放流　ワカサギ放流 
　　 平成24年度　　600千円　　　30kg　　　 430kg　　　　500万粒 
     平成23年度　  600千円　　　30kg　  　 200kg　　　1,000万粒 
　　 平成22年度　  600千円　　　30kg　  　 350kg　　　1,000万粒 
【今後の取り組み】  
　　湖山池における水産業振興及び市民に湖山池を楽しんでもらうため事業を継続する。 
【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁業振興対策事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０７３ 項　　目　　名 漁業振興対策事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

24,779 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 1,079 諸収入 0 

計 25,858 その他 0 

市長段階査定額 25,858 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

25,858 

分担金 0 

前年度当初予算額 9,428 

本年度要求額 25,858 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　　現在、漁業就労者は減少傾向にあり、また高齢化も進行しており将来の漁業者の不足 
　が懸念されている。また、新規漁業就業希望者はほとんど漁業経験がなく新たに漁業に 
　従事するためには漁業技術の研修が必要である。 
【事業の目的及び効果】 
　　漁業経営体・漁協等が漁業就業希望者を緊急に雇用し、漁労技術等の研修を実施する 
　ことにより、新規就業者の円滑な確保及び雇用機会の創出を図る。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業内容 
　　新規漁船員を雇用し研修生として漁労技術の指導を行うため必要な費用を助成する。 
　　１）事業実施主体　　漁業経営体、漁協等 
　　２）事業対象 
　　（１）最低賃金相当額　　１８６，０００円／月（上限）　　　県　10/10 
　　（２）住居手当等費用　　　３３，０００円／月（上限）　　　県　10/10 
　　（３）移住・定住準備金　　９９，０００円（上限）　　　　　県　10/10 
　　（４）賄い料　　　　　　　　９００円／日（上限２５日）市1/2 経営体等1/2 
　　（５）保険料等　　　　　沿岸　１７，１５０円／年（平均）市1/2 経営体等1/2 
　　　　　　　　　　　　　　沖底　２８，４４３円／月　 
　　３）研修期間　　　　　１２ヶ月以内（沖底の休漁期間は除く） 
　　４）事業対象漁業種　　沿岸漁業、沖合底びき網漁業 
　　５）雇用予定者　　新規８名　継続６名（賀露） 
　　６）助成額　　　　県　24,779,000円＋市　1,078,884円＝　計　25,857,884円 
　２．事業実績　平成24年度　　　　 12,131,936円（９名） 
　　　　　　　　平成23年度　　　　　9,818,061円（１０名） 
　　　　　　　　平成22年度　　　　　5,785,813円（４名） 
【今後の取り組み】  
　　新規就業者の円滑な確保及び雇用機会の創出を図るため、今後も事業を継続する。 
【根拠計画】９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁業振興対策事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０７４ 項　　目　　名 漁業雇用促進対策事業費

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

582 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 582 諸収入 0 

計 1,164 その他 0 

市長段階査定額 1,164 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金

1,164 

分担金 0 

前年度当初予算額 1,164 

本年度要求額 1,164 

その他財源の内訳

一般会計 【問合せ先】水産漁港係　0857-20-3236 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　　本市の沿岸漁業は、漁獲量の減少、魚価の低迷等により厳しい経営状況にあり、漁業 
　従事者の高齢化も進んでいる。これらの状況を改善し沿岸漁業の振興を図るためには、 
　中核的な漁業者となる担い手を育成する必要がある。　 
【事業の目的及び効果】 
　　漁獲量の減少、魚価の低迷により漁業経営は厳しい状況であるが、漁業担い手を育成 
　することにより水産業の振興を図る。 
【事業の内容・実績（過去3年）】 
　１．事業内容 
　　　　新規就業者の確保を目的とし、漁業の専業経営を目指す５０歳未満の漁業未経験 
　　　者に対し、就業に必要な専門的な技術、知識の習得を図るための指導に必要な経費 
　　（指導料、研修環境整備費用）に対し助成を行う。 
　　　　事業実施件数　１件（新規１名）　事業費１，１６４千円 
　　　　負担割合：指導料、漁業作業演習費等（県１／２、市１／２） 
　２．事業の実績 
　　　　　　　　　　　　事業費　　　　　研修人数 
　　　平成２４年度　　　２９９千円　　　　２人 
　　　平成２３年度　１，３５６千円　　　　２人 
　　　平成２２年度　１，５６２千円　　　　２人 
【今後の取り組み】  
　　本市における水産業の振興のため、県と連携し事業を継続する。 
【根拠計画】 
　　９次総合計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 水産業費

目 水産業振興費

総務部長段階査定額

漁業振興対策事業費 ページ 237

事業の概要　会計名

新規
事業

農林水産部 
林務水産課年度 H26

所　　属　　名

農０７５ 項　　目　　名 漁業担い手育成研修事業費補助金

予算書項目



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 223 所　　属　　名

農０７６ 項　　目　　名 簡易水道事業費特別会計へ繰出

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 簡易水道事業費特別会計へ繰出

一般会計 【問合せ先】簡易水道係 0857-20-3246 

【９次総の施策体系】4201 

【事業の内容】 
　簡易水道事業費特別会計への繰出金 
 
【過去３年間の実績】 
　〈事業費決算額等〉 
　　平成２３年度　３２８，３７８千円 
　　平成２４年度　３７０，９９３千円 
　　平成２５年度　３３８，６００千円（見込み） 

　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項 他会計繰出

目 簡易水道事業費特別会計へ繰出

前年度当初予算額 355,256 

本年度要求額 353,641 

分担金 0 

総務部長段階査定額 326,316 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 326,316 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 326,316 諸収入 0 

計 326,316 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 223 所　　属　　名

農０７７ 項　　目　　名 水道事業会計へ繰出

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 水道事業会計へ繰出

一般会計 【問合せ先】総務経営係 0857-20-3241  

【９次総の施策体系】4201 

【事業の内容】 
　水道事業会計への繰出金 
 
【過去３年間の実績】 
　〈事業費決算額等〉　 
　　平成２３年度　１００，２４２千円 
　　平成２４年度　　６１，１９４千円 
　　平成２５年度　　６１，５６３千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項 他会計繰出

目 水道事業会計へ繰出

前年度当初予算額 61,023 

本年度要求額 86,325 

分担金 0 

総務部長段階査定額 86,325 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 86,325 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 86,325 諸収入 0 

計 86,325 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０７８ 項　　目　　名 農道舗装補修等事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 農道舗装補修等事業費

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　国内において食料を安定的に供給することが重要さを増すなか、農業の基礎的な生産基 
盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排水路等の農業用施設の整備・補 
修が求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　農道を整備することにより、農産物や農業用資材等の運搬を効率的に行うことができる 
。また、農業用水路等を整備することにより、必要な用水量を確保し、排水の能力を高め 
ることで農産物の生産性の向上を図る。 
 
【事業の内容】 
　単市事業（鳥取県しっかり守る農林基盤交付金事業） 
　・事 業 費　　３１，４５９，０００円 
　・負担区分　　市８０％　地元２０％ 
　・事業内容　　農道舗装、用排水路の補修・改良等 
 
【過去３年間の実績】 
〈事業費決算額等〉 
　平成２３年度　２８，８５３千円 
　平成２４年度　４３，７２１千円 
　平成２５年度　３４，９６６千円（見込み） 
　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 29,966 

本年度要求額 35,000 

分担金 0 

総務部長段階査定額 31,459 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 11,450 0 

地方債 0 

その他 4,892 0 

市長段階査定額 31,459 4,892 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 15,117 諸収入 0 

計 31,459 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０７９ 項　　目　　名 小規模土地改良事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 小規模土地改良事業費

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 

【９次総の施策体系】5101 

【事業の経過及び背景】 
　国内において食料を安定的に供給することが重要さを増すなか、農業の基礎的な生産基 
盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排水路等の農業用施設の整備・補 
修が求められている。 
　このような中、本市からの補修用原材料の支給により、地元の労力の提供による農道・ 
水路等の簡易な補修が要望されている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　地元が実施する農業用施設の補修に際し、市から原材料を支給することにより、負担金 
なしで施工が可能となり、地域で共同して行う土地改良施設の維持管理活動を促進する。 
 
【事業の内容】 
　単市事業（鳥取県しっかり守る農林基盤交付金事業） 
　・事 業 費　　１１，５００，０００円 
　・負担区分　　市１００％ 
　・事業内容　　地元が実施する土地改良施設等の補修に対する原材料（生コン、 
　　　　　　　　モルタル、砕石等）の支給 
 
【過去３年間の実績】 
〈事業費決算額等〉 
　平成２３年度　１０，７９６千円　１１０件 
　平成２４年度　１１，９７０千円　１２１件 
　平成２５年度　１３，０００千円　（見込み） 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 13,000 

本年度要求額 12,500 

分担金 0 

総務部長段階査定額 11,500 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 5,175 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 11,500 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 6,325 諸収入 0 

計 11,500 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８０ 項　　目　　名 岩美地区広域農道整備事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244  

【９次総の施策体系】5101 

【事業の目的及び効果】 
　鳥取地区広域営農団地の東部に位置する各生産団地及び各農業施設を結ぶ基幹農道を整 
備し、鳥取地区広域農道と接続させ、効率的、有機的な営農団地を確立し、農業の近代化 
、生産流通施設の整備及び管理組織体系の整備を併せ行い、地域産業の開発を促進する。 

【事業の内容】 
　県営岩美地区道整備交付金事業（県営岩美地区広域営農団地農道整備事業） 
　・事業主体　　鳥取県 
　・事業年度　　平成２２年度～平成２６年度 
　・事業費　　　８９４，２００，０００円 
　・負担区分　　国６１．０％　県３２．３％　市６．７％（起債充当率９５％） 
　・事業内容　　農道整備　８５５ｍ　 
　　　　　　　　 
　〈平成２６年度〉 
　　・事 業 費　２６８，４５０，０００円 
　　・事業場所　福部町地内 
　　・事業内容　道路工　L=２００ｍ　舗装工　L=７１０ｍ 
　　　　　　　　補強土壁工 A=５００㎡　道路台帳作成 一式 
 
【過去３年間の実績】 
　〈県営事業負担金〉 
　　平成２３年度　　１，９４３千円　 
　　平成２４年度　１０，７７４千円 
　　平成２５年度　１２，０６０千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 12,060 

本年度要求額 17,987 

分担金 0 

総務部長段階査定額 17,987 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 17,900 

その他 0 0 

市長段階査定額 17,987 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 87 諸収入 0 

計 17,987 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８１ 項　　目　　名 大井手地区集落基盤整備事業費（用水再編型）

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　現在、大井手用水を活用して古海揚水機場より湖山砂丘畑へ送水しているが、送水施設 
（ポンプ）が老朽化し更新する必要が生じている。 
　また、大井手下流域の用水量を効率化し送水する必要があるため、必要な取水ゲート等 
を整備する必要が生じている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　ポンプ、樋門、水路等の改修・整備を行い、無駄のない効率的な水利用をすることで必 
要用水量を確保し、用水確保に苦慮している農家の営農活動安定化を図る。 
【事業の内容】 
　県営集落基盤整備事業（用水再編型）大井手地区 
　・事業主体　鳥取県 
　・事業年度　平成２３年度～平成２７年度 
　・事 業 費　４８０，０００，０００円 
　・負担区分　国５０％　県３０％　市１５％　地元５％ 
　・事業内容　①湖山砂丘畑送水対策（徳吉ポンプ場取水槽、池口揚水機場ポンプ、 
　　　　　　　　調整水槽、送水管等整備） 
　　　　　　　②大井手下流域番水解消対策（転倒堰、スライドゲート、送水管、 
　　　　　　　　水路等整備） 
　　　　　　　・受益戸数　８４５戸　　　　　・受益面積　２２０．１ｈa 
　〈平成２６年度〉 
　　・事 業 費　１６７，０００千円 
　　・事業内容　池口揚水機場　一式　調整水槽、送水管　一式 
【過去３年間の実績】 
　　平成２３年度　２２，０８０千円 
　　平成２４年度　１１，２３０千円（平成２３年度繰越として実施） 
　　平成２５年度　１５，３００千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 15,300 

本年度要求額 25,050 

分担金 0 

総務部長段階査定額 25,050 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 25,000 

その他 0 0 

市長段階査定額 25,050 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 50 諸収入 0 

計 25,050 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８２ 項　　目　　名 山上・水根地区地域ため池総合整備事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　河原町山上及び水根に所在する５箇所のため池に対する総合整備計画を策定したが、こ 
のうち要改修と判断された２ため池を改修する。要改修と判断された馬場堤（山上地区） 
及び湯坂谷池（水根地区）は、取水施設の老朽化が著しく取水管理が困難になっており、 
馬場堤にあっては相当量の漏水、湯坂谷池については、漏水に起因した堤体陥没が発生し 
ており、早急な改善措置を行う必要がある。 
【事業の目的及び効果】 
万が一、ため池が決壊した場合、下流の農地、農業用施設、民家等の被災が想定されるた 
め、堤体の改修等必要な整備を行い、地域住民の安全・安心な生活環境を保つとともに、 
農地、農作物及び農業用施設の被害を未然に防ぎ、農家経営の安定化を図る。また地域全 
体の防災安全度を向上させる。 
【事業の内容】 
山上・水根地区地域ため池総合整備事業 
・実施主体　　鳥取県　　　　　　　　　・事業年度　　平成２４年度～平成２８年度 
・事業箇所　　河原町山上地区：馬場堤　　河原町水根地区：湯坂谷池 
・総事業費　　１４３，０００，０００円 
・負担区分　　国５５％　県２９％　市１４％（起債充当率９０％）地元２％ 
・事業内容　　ため池改修２箇所 
・受益戸数　　７４戸（馬場堤：７３戸、湯坂谷池３１戸） 
・受益面積　　１６ha（馬場堤：１５ha、湯坂谷池：７ha) 
＜平成２６年度＞ 
・事業費　　　２９，５００千円 
・事業内容　　馬場堤ため池改修1箇所 
＜過去の決算実績＞ 
県営事業負担金　 
　平成２３年度　２，００４千円（事業調査費負担金） 
　平成２４年度　２，２７２千円 
　平成２５年度　１，６００千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 1,600 

本年度要求額 12,720 

分担金 0 

総務部長段階査定額 4,720 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 4,100 

その他 590 0 

市長段階査定額 4,720 590 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 30 諸収入 0 

計 4,720 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８３ 項　　目　　名 鹿野・今市地区地域ため池総合整備事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　平成２３年度に地域に所在する複数のため池を対象に防災・減災を核とした事業を実施 
する「地域ため池総合整備事業」が鳥取県で策定され、鹿野町鹿野地区の糸録池、今市地 
区の馬ノ池は漏水や取水施設の老朽化が著しく、要改修と判断された。 
【事業の目的及び効果】 
　平成２４～２７年度にかけて漏水箇所等の改修工事に着手し、万が一のため池決壊を回 
避し、農地、農業用施設、民家等への被害を未然に防ぎ、農家経営の安定化と地域住民の 
安全・安心な生活環境を保持する。 
 
【事業の内容】 
　鹿野・今市地区地域ため池総合整備事業費 
　・実施主体　　鳥取県　　・事業年度　　平成２４～２７年度 
　・事業箇所　　鹿野町鹿野地区：糸録池　　　 
　　　　　　　　鹿野町今市地区：馬ノ池 
　・事 業 費　　１６２，０００千円 
　・負担区分　　国５５％　県２９％　市１４％　地元２％ 
　・事業内容　　ため池改修２箇所（糸録池・馬ノ池） 
　・受　　益　　戸数：８２戸（糸録池３３戸、馬ノ池４９戸）　　 
　　　　　　　　面積：３９．８ｈａ（糸録池１７ｈａ、馬ノ池２２．８ｈａ） 
＜平成２６年度＞ 
　・事業費　　　９，０００千円 
　・事業内容　　糸録池ため池実施設計 
＜過去の決算実績＞ 
　平成２３年度　　２，１１２千円（事業調査費負担金） 
　平成２４年度　　１，８９６千円 
　平成２５年度　１１，２００千円（見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 11,200 

本年度要求額 3,040 

分担金 0 

総務部長段階査定額 1,440 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 1,100 

その他 180 0 

市長段階査定額 1,440 180 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 160 諸収入 0 

計 1,440 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８４ 項　　目　　名 福部地区特定農業用管水路等特別対策事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　福部砂丘の畑地かんがい施設のうち、用水を配水する幹線配水管路、支線配水管路は主 
に石綿管が使用され、非飛散性かつ土中埋設で、一見、安定した状況にはあるものの、近 
年の老朽化により、漏水対応における補修時及び更新の際などでは石綿粉じんが飛散する 
危険性がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　福部砂丘の畑地かんがい施設のうち、主に石綿利用され、また、近年、老朽化が顕著な 
管水路を全体的に変更・更新することで、石綿に起因する健康被害等への影響を未然に防 
止し、かつ、安定的な用水確保を実現し、地域の特産品である「らっきょう」を主とした 
農業経営の安定及び農業の維持を図る。 
 
【事業の内容】 
・事業主体　鳥取県　　・事業年度　　平成２４～２９年度 
・事業費　　５５０，０００千円 
・負担区分　国　５５％　県３４％　市９％（起債充当率９０％）　地元２％ 
・事業内容　石綿管更新　Ｌ＝７，５０４ｍ 
・受　　益　戸数：２８６戸　　面積：８８ｈａ 
＜平成２６年度＞ 
・事業費　　３０，０００千円 
・事業内容　管路整備　Ｌ＝２，２００ｍ 
 
　＜過去の決算実績＞ 
　平成２３年度　　　３，９９０千円（事業調査費負担金） 
　平成２４年度　　　２，０６４千円 
　平成２５年度　　１５，０００千円（見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 15,000 

本年度要求額 10,800 

分担金 0 

総務部長段階査定額 2,700 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 2,700 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,700 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,700 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８５ 項　　目　　名 河原町三谷地区地域ため池総合整備事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整理係 0857-20-3244
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　河原町三谷地区に２箇所のため池があり、このうち追作堤は漏水、堤体周辺の法面浸食 
及び陥没がみられ、堤体の老朽化が進行している。古池は漏水もみられ、取水施設は下段 
部が閉塞している。この２箇所のため池は施設の老朽化が著しく早期に改善措置を行う必 
要がある。 
　「地域ため池総合整備事業」は地域全体の防災安全度を効率的かつ効果的に向上させる 
こと等を目的に、地域に所在する複数のため池を対象に「地域ため池総合整備計画」を作 
成し、主として防災・減災を核とした事業を実施するものであり、この中で、追作堤、古 
池の整備事業計画を作成し、早急な整備実施を図っていこうとするものである。 
【事業の目的及び効果】 
　万が一、ため池が決壊した場合、下流の農地、農業用施設、民家等の被災が想定される 
ため、堤体の改修等必要な整備を行い、地域住民の安全・安心な生活環境を保つとともに 
、農地、農作物及び農業用施設の被害を未然に防ぎ農家経営の安定化を図る。 
　 
【事業の内容】 
　三谷地区地域ため池総合整備事業 
　・実施主体　鳥取県　　　　　　　　　　・事業年度　　平成２５年度～平成２８年度 
　・河原町三谷地区：追作堤、古池 
　・事業費　１７２，０００，０００円　　 
　・負担区分　国５５％　県２９％　市１４％（起債充当率９０％）地元２％　 
　・事業内容　ため池改修２箇所　・ハザードマップ作成２箇所　 
＜平成２６年度＞ 
　・事業費　８，０００千円 
　・事業内容：工事用道路整備 
＜過去の決算実績＞ 
　平成２４年度　１，５８７千円（事業調査費負担金） 
　平成２５年度　３，２００千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 3,200 

本年度要求額 2,880 

分担金 0 

総務部長段階査定額 1,280 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 1,000 

その他 160 0 

市長段階査定額 1,280 160 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 120 諸収入 0 

計 1,280 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０８６ 項　　目　　名 因幡白兎地区地域ため池総合整備事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 県営事業負担金

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
 
【事業の経過及び背景】 
　鳥取市小沢見、白兎及び御熊にある三反田池ほか２箇所のため池は長年、補修、補強等 
が行われ、適切な利用が行われてきたが、漏水、取水施設の不全等があり施設の老朽化は 
著しく、地元で対応できる範疇を超える状態となっている。緊急にため池改修が必要とさ 
れる。 
 
【事業の目的及び効果】 
　万が一、ため池が決壊した場合、直下流の水田、主要地方道、JR山陰本線等が被災する 
ことが想定される。この為、堤体の改修等必要な整備を行い、地域住民の安全・安心な生 
活環境を保つとともに、農地、農作物及び農業用施設の被害を未然に防ぎ、農家経営の安 
定化を図る。 
 
【事業の内容】 
因幡白兎地区地域ため池総合整備事業 
・実施主体　　鳥取県　　　・事業年度　　平成２５年度～平成２８年度 
・事業箇所　　小沢見（堂出池）、白兎（三反田池）、御熊（岡ノ谷溜池） 
・事業費　　　１８４，０００千円 
・負担区分　　国５５％　県２９％　市１４％（起債充当率９０％）　地元２％ 
・事業内容　　ため池改修２箇所（三反田池、堂出池） 
　　　　　　　ハザードマップ作成３箇所（三反田池、堂出池、岡ノ谷溜池） 
 
＜平成２６年度＞ 
・事業費　　　３７，０００千円 
・事業内容　　三反田池ため池改修１箇所 
＜過去の決算実績＞ 
　平成２４年度　　１，７４６千円（事業調査費負担金） 
　平成２５年度　　３，０４０千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 3,040 

本年度要求額 12,320 

分担金 0 

総務部長段階査定額 5,920 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 5,100 

その他 740 0 

市長段階査定額 5,920 740 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 80 諸収入 0 

計 5,920 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

一般財源 8 諸収入 0 

計 2,989 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 1,700 0 

その他 1,281 0 

市長段階査定額 2,989 1,281 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

本年度要求額 2,989 

総務部長段階査定額 2,989 その他財源の内訳

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244

【９次総の施策体系】5101 
 
【事業の経過及び背景】 
　国は水利用・水管理の効率化・省力化を図るため、水路の再編・パイプライン化等を推 
進し、地域の中心となる経営体への農地集積を加速するため平成２５年度から農業水利施 
設保全合理化事業を創設する。鳥取県はこれをうけ、河原町今在家地内で水利用の合理化 
を目的として事業を施行する。本市はこれに伴う負担金を支出する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　鳥取市河原町地内に存在する高瀬堰及びこれを取水堰とする農業用水利施設について、 
機能保全計画に基づく補修・改修及び合理化を図ることにより農業用水の安定供給を図り 
担い手への農地集積を行う。 
 
【事業の内容】 
今在家地区農業水利施設保全合理化事業 
・実施主体　　鳥取県　　　・事業年度　　平成２６年度～平成２８年度 
・事業箇所　　高瀬堰 
・事業費　　　１５０，０００千円 
・負担区分　　国５５％　県２７．５％　市１０％（起債充当率９０％）　地元７．５％ 
　　　　　　　負担按分（鳥取市：八頭町＝８５．４％：１４．６％） 
・事業内容　　樋門改修 
 
＜平成２６年度＞ 
・事業費　　　２０，０００千円 
・事業内容　　実施設計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 0 

農林水産部 
農村整備課年度 H26

事業の概要　会計名

農０８７ 項　　目　　名 今在家地区農業水利施設保全合理化事業費
新規
事業

○

予算書項目 県営事業負担金 ページ 229 所　　属　　名



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 2,700 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 2,700 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 2,700 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

本年度要求額 2,700 

総務部長段階査定額 2,700 その他財源の内訳

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244

【９次総の施策体系】5101 
 
【事業の経過及び背景】 
　国は水利用・水管理の効率化・省力化を図るため、水路の再編・パイプライン化等を推 
進し、地域の中心となる経営体への農地集積を加速するため平成２５年度から農業水利施 
設保全合理化事業を創設する。鳥取県はこれをうけ、大口堰で水利用の合理化 を目的とし
て事業を施行する。本市はこれに伴う負担金を支出する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　大口堰は大口堰土地改良区が管理しているが、土砂吐は老朽化の進行や、人力による堰 
板の開閉作業は非常に危険な状況である。よって本事業により土砂吐の自動化整備を行い 
、水利用・水管理の省力化と担い手への集積を促進する。 
 
【事業の内容】 
大口堰農業水利施設保全合理化事業 
・実施主体　　鳥取県　　　・事業年度　　平成２６年度～平成２９年度 
・事業箇所　　大口堰 
・事業費　　　３６４，０００千円 
・負担区分　国５０％　県２７．５％　市１０％（起債充当率９０％）　地元１２．５％ 
・事業内容　　頭首工　土砂吐改修　自動転倒ゲートW10ｍ×H1.9ｍ 
 
＜平成２６年度＞ 
・事業費　　　２７，０００千円 
・事業内容　　実施設計　一式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 0 

農林水産部 
農村整備課年度 H26

事業の概要　会計名

農０８８ 項　　目　　名 大口堰農業水利施設保全合理化事業費
新規
事業

○

予算書項目 県営事業負担金 ページ 229 所　　属　　名



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 800 その他 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 800 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 800 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

本年度要求額 800 

総務部長段階査定額 800 その他財源の内訳

分担金 0 

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244

【９次総の施策体系】5101 
 
【事業の経過及び背景】 
　我が国は年間を通じて降雨が多く、台風の常襲地帯である。また大規模な地震及び伴う 
津波による被害を受ける危険にさらされている。近年の集中豪雨や地震等の災害により農 
業施設が被災し農地だけでなく地域住民の生命・財産にも被害を及ぼしている現状を鑑み 
、農業施設の整備状況を把握し、整備を行うことで総合的な防災・減災対策を講ずること 
で災害に強い農村づくりを推進する。 
 
【事業の目的及び効果】 
　昭和５０年代の災害復旧事業で大規模な改修が行われ、その後数回の改修を経て、現在 
の形状となっているが、固定堰直下の護床ブロック等は経年劣化による不等沈下や隆起等 
の不具合を生じている。改修を行うことにより水流を正常化し、流域の水災害を防止する
 。 
 
【事業の内容】 
大口堰農村地域防災減災事業 
・実施主体　　鳥取県　　　・事業年度　　平成２６年度～平成２９年度 
・事業箇所　　大口堰 
・事業費　　　３２１，０００千円 
・負担区分　国５５％　県３７％　市８％（起債充当率９０％） 
・事業内容　　護床工（護床ブロック）一式 
 
＜平成２６年度＞ 
・事業費　　　１０，０００千円 
・事業内容　　実施設計　一式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 0 

農林水産部 
農村整備課年度 H26

事業の概要　会計名

農０８９ 項　　目　　名 大口堰農村地域防災減災事業費
新規
事業

○

予算書項目 県営事業負担金 ページ 229 所　　属　　名



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０９０ 項　　目　　名 梶掛地区農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業費

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 農山漁村活性化プロジェクト支援交付金事業費

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　当該事業箇所は、明治時代の区画整備のため区画が狭小であり、用排水路は土水路とな 
っている。このため、大型機械の導入が困難で担い手への農地利用集積に支障を来すとと 
もに、利水効率が悪く、草刈り、泥上げ等に多大な労力や経費を費やすなど、生産基盤の 
整備が熱望されている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　土水路にコンクリート二次製品を布設し、水路整備を実施することにより、維持管理の 
省力化や経費縮減、効率的な営農作業が可能となり、農地の利用集積を図る。 
 
【事業の内容】 
　梶掛地区農山漁村活性化プロジェクト交付金事業 
　・事業年度　平成２３年度～平成２６年度 
　・事 業 費　１１５，０００，０００円 
　・負担区分　事業費：国５５％　県１２．５％　市２５％　地元７．５％ 
　　　　　　　事務費：市７５％　地元２５％ 
　・事業内容　実施設計、水路整備Ｌ＝６，０８５ｍ 
　〈平成２６年度〉 
　　・事 業 費　３２，１００千円　　・事業内容　水路工 
 
【事業の実績】 
　平成２３年度　１３，９７３千円 
　平成２４年度　３３，１２５千円 
　平成２５年度　　６，８２８千円（見込み）　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 6,828 

本年度要求額 31,325 

分担金 0 

総務部長段階査定額 31,325 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 21,060 0 

地方債 0 

その他 2,371 0 

市長段階査定額 31,325 2,371 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 7,894 諸収入 0 

計 31,325 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０９１ 項　　目　　名 共同活動支援交付金

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 農地・水・環境保全向上対策事業費

一般会計 【問合せ先】総務経営係 0857-20-3241 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　本市の大半を占める農村地域の豊かな自然環境は、次世代に引き継いでいくべき大切な 
財産であるが、高齢化や過疎化によって農地・水路などの施設の維持・保全管理が難しく 
なってきている。 
　このため、本市では平成１９年度から「農地・水・環境保全向上対策」の取り組みを開 
始し、農地・水路などを保全管理する共同活動や、集落周辺の環境・景観の保全活動、環 
境負荷低減による農業を行う活動組織を支援している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　農業用施設の適切な保全管理や環境・景観の保全活動を支援することにより、施設の延 
命化、地域環境の向上を図るとともに、地域コミュニティの向上を図る。 
 
【事業の内容】 
　・事 業 費　６９，５７８千円 
　・負担区分　国５０％　県２５％　市２５％ 
　・事業内容　農地・農業用水等の保全向上に関する地域ぐるみで行われる効果の高い共 
　　　　　　　同活動に対する支援。102組織 
 
【過去３年間の実績】 
　〈事業費決算額等〉 
　　平成２３年度　２１，５０８千円　１０４組織 
　　平成２４年度　１８，０６８千円　１０３組織 
　　平成２５年度　１７，２３７千円　１０４組織（見込み）　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 17,928 

本年度要求額 17,395 

分担金 0 

総務部長段階査定額 17,395 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 17,395 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 17,395 諸収入 0 

計 17,395 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０９２ 項　　目　　名 向上活動支援交付金

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 農地・水・環境保全向上対策事業費

一般会計 【問合せ先】総務経営係 0857-20-3241 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　農村の過疎化・高齢化・混住化の進行に伴う集落機能の低下が進んでいる現状から、国 
はこれまで「農地・水・環境保全向上対策」の実施により、地域ぐるみで農地・農業用水 
等の日常的な保全管理を行う取組を支援してきた。 
　これに加え国は、農業用用排水路等の老朽化が進んでいることから、農業用用排水路等 
の長寿命化のための補修等を行う取組に対して支援する「農地・水保全管理支払交付金」 
に係る対策を平成２３年度より実施することとなった。 
　当該地区の用排水路は用水路の老朽化による崩壊、必要用水量の不足をきたしており、 
本事業の施行により安定的な農業用用排水の供給が望まれている。 
【事業の目的及び効果】 
　用排水路、樋門等の整備をすることにより十分な農業用用水の確保、維持管理の省力化 
が達成される。これにより効率的、かつ安定的な農業経営と農業基盤の充実に資する。 
【事業の内容】 
・事業費　　９２，７３２千円 
・負担区分　　国　50％　　　　県　25％　　　市　25％ 
・事業内容　農地・農業用水等の資源の日常の保全管理に加え、集落の手による農地周り 
　　　　　　の水路、農道等の長寿命化（補修・更新）の対策に取組む集落を支援する。 
　　　　　　99組織 
【過去の実績】 
　〈事業費決算額等〉 
　　平成２３年度　１７，７９８千円　９２組織 
　　平成２４年度　１９，８７６千円　９６組織 
　　平成２５年度　２０，２５５千円　９８組織（見込み）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 20,629 

本年度要求額 23,183 

分担金 0 

総務部長段階査定額 23,183 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 23,183 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 23,183 諸収入 0 

計 23,183 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 229 所　　属　　名

農０９３ 項　　目　　名 ため池ハザードマップ作成事業費

事業の概要　会計名

○

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 ため池ハザードマップ作成事業費

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 
 
【９次総の施策体系】5101

【事業の経過及び背景】 
　災害基本法では、「市町村は基本的な地方公共団体として住民の生命、身体及び財産を 
災害から保護するため、防災に関する計画を作成し実施する責務を有する」としており、 
ため池を取り巻く環境の変化を考え合わせると、ため池ハザードマップの整備では市町村 
が主体となる必要がある。 
 
【事業の目的及び効果】 
　ため池ハザードマップを作成・整備することにより、災害発生時に迅速・的確な避難を 
行うとともに、災害による被害の低減を図る。また、作成の過程で地域住民自らが地域の 
危険箇所を知ることができたり、あるいは災害時の対処方法を検討することで日頃の防災 
意識を高める。 
 
【事業の内容】 
　国補助１００％ 
　平成２６年度実施箇所　祢宜谷矢中ため池等　１０箇所 
　事業費　５，０００，０００円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農地費

前年度当初予算額 0 

本年度要求額 5,000 

分担金 0 

総務部長段階査定額 5,000 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 5,000 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 5,000 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 0 諸収入 0 

計 5,000 その他 0 



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

新規
事業

ページ 231 所　　属　　名

農０９４ 項　　目　　名 中山間地域等直接支払交付金

事業の概要　会計名

農林水産部 
農村整備課年度 H26

予算書項目 中山間地域等直接支払事業費

一般会計 【問合せ先】総務経営係 0857-20-3241 
【９次総の施策体系】5101 
【事業の経過及び背景】 
　中山間地域等直接支払事業の第３期対策（通算１５年目） 
【事業の目的及び効果】 
　条件不利地の中山間地域で農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払を実施すること 
で、農業生産活動を継続して耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保する。 
【事業の内容】 
　（１）対象地域 
　　特定農山村法、山村振興法、過疎法に指定された地域及び県知事が特に必要と認　　 
　　める地域のうち、急傾斜地（田１／２０以上、畑１５度以上）及び急傾斜に物理　　 
　　的に連担する緩傾斜（田１／２０未満１／１００以上、畑１５度未満８度以上）　　 
　　で面的まとまりのある農用地等。 
　（２）対象者 
　　集落協定に基づき５年以上継続して農業生産活動を行う農業者。 
　（３）単価 
　　・田　急傾斜→（10割）21,000円/10a　（8割）16,800円/10a 
　　・田　緩傾斜→（10割） 8,000円/10a  （8割） 6,400円/10a 
　　・畑　急傾斜→（10割）11,500円/10a　（8割） 9,200円/10a 
　　・畑　緩傾斜→（10割） 3,500円/10a　（8割） 2,800円/10a 
　（４）事業実施期間 
　　平成２２年度～平成２６年度（第３期） 
　（５）事業費　111,626,803円（国、県及び市で負担する）　 
【事業の実績】 
　　・平成２３年度　協定数142協定　面積　7,676,828㎡　　交付金　110,708,172円 
　　・平成２４年度　協定数142協定　面積　7,742,455㎡　　交付金　111,486,425円 
　　・平成２５年度　協定数142協定　面積　7,758,252㎡　　交付金　111,626,803円 
 
【今後の取り組み】 
　継続して事業を実施して引き続き保全される協定農用地面積の維持を目指す。　　　　 

款 農林水産業費

項 農業費

目 農業構造改善事業費

前年度当初予算額 111,487 

本年度要求額 111,627 

分担金 0 

総務部長段階査定額 111,627 その他財源の内訳

0 
財
源
内
訳

国・県支出金 82,294 0 

地方債 0 

その他 0 0 

市長段階査定額 111,627 0 

0 

区　　分 本年度予算額 0 

行財政改革課処理欄

一般財源 29,333 諸収入 0 

計 111,627 その他 0 


